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高
齢

者
が

住
み

慣
れ

た
地

域
で

生
活

を
継

続
で
き
る
よ
う
に
す
る
た

め
、
介

護
、

医
療

、
生
活

支
援
、

介
護
予

防
を
充

実
。

低
所

得
者

の
保

険
料

軽
減

を
拡

充
。
ま
た
、
保

険
料

上
昇

を
で

き
る

限
り

抑
え

る
た
め
、
所
得

や
資
産

の
あ
る

人
の
利

用
者
負

担
を
見

直
す
。

制
度
改
正
案
の
主
な
内
容
に
つ
い
て

②
費

用
負
担
の
公
平
化

①
地

域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
の
構
築

○
地

域
包
括
ｹ
ｱｼ
ｽ
ﾃﾑ
の

構
築
に

向
け
た

地
域
支

援
事
業

の
充
実

*
介
護
サ
ー
ビ
ス
の
充
実
は
、
前
回
改
正
に
よ
る
2
4
時
間
対
応
の
定
期

巡
回
サ
ー
ビ
ス
を
含
め
た
介
護
サ
ー
ビ
ス
の
普
及
を
推
進

*
介
護
職
員
の
処
遇
改
善
は
、
2
7
年
度
介
護
報
酬
改
定
で
検
討

サ
ー

ビ
ス

の
充

実
○

低
所

得
者

の
保
険
料

の
軽

減
割

合
を
拡
大

・
給
付
費
の
5
割
の
公
費

に
加
え
て
別
枠

で
公
費
を
投
入
し
、
低
所
得
者
の
保

険
料
の
軽
減
割
合
を
拡
大

低
所

得
者

の
保

険
料

軽
減

を
拡

充

①
全

国
一

律
の

予
防

給
付

(
訪

問
介

護
・

通
所

介
護

)
を

市
町

村
が

取
り

組
む

地
域

支
援
事

業
に
移

行
し
、

多
様
化

重
点

化
・

効
率

化

①
一

定
以

上
の

所
得
の

あ
る
利

用
者
の

自
己
負

担
を
引

上
げ

・
２
割
負
担
と
す
る
所
得
水
準
を
、
６
５
歳
以
上
高
齢
者
の
所
得
上
位
2
0
％
と

し
た
場
合
、
合
計
所
得
金
額
1
6
0
万
円
（
年
金
収
入
で
、
単
身
2
8
0
万
円
以

上
、
夫
婦
3
5
9
万
円
以
上
）
。
た
だ
し
、
月
額
上
限
が
あ
る
た
め
、
見
直
し
対

象
の
全
員
の
負
担
が
2
倍
に
な
る
わ
け
で
は
な
い
。

・
医

療
保

険
の

現
役

並
み

所
得

相
当

の
人

は
、
月

額
上

限
を
3
7
,2
0
0
円

か

ら
4
4
,4
0
0
円
に
引
上
げ

②
低

所
得

の
施

設
利

用
者

の
食

費
・

居
住

費
を

補
填

す
る

「
補

足
給

付
」

の
要

件
に
資
産

な
ど

を
追

加
・
預
貯
金
等
が

単
身
1
0
0
0
万
円
超
、
夫
婦
2
0
0
0
万
円
超
の
場
合
は
対
象
外

・
世
帯
分
離
し
た
場
合
で
も
、
配
偶
者
が
課
税
さ
れ
て
い
る
場
合
は
対
象
外

・
給

付
額

の
決

定
に
当

た
り
、
非

課
税

年
金

（
遺

族
年

金
、
障

害
年

金
）
を
収

入
と
し
て
勘
案

*
不

動
産

を
勘

案
す

る
こ
と
は
、
引
き
続

き
の
検

討
課
題

重
点

化
・

効
率

化

○
こ
の

ほ
か

、
「

2
0

2
5
年

を
見

据
え
た
介

護
保

険
事
業

計
画
の

策
定
」
、
「サ

ー
ビ
ス
付

高
齢
者

向
け
住

宅
へ

の
住
所

地
特
例

の
適
用

」、
「
居

宅
介

護
支

援
事

業
所

の
指

定
権
限

の
市
町

村
へ
の

移
譲
・
小
規

模
通
所

介
護
の

地
域
密

着
型
サ

ー
ビ
ス
へ
の

移
行
」
等
を
実

施

*
段
階
的
に
移
行
（
～
２
９
年
度
）

*
介
護
保
険
制
度
内
で
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
で
あ
り
、
財
源
構
成
も
変
わ
ら
な
い
。

*
見
直
し
に
よ
り
、
既
存
の
介
護
事
業
所
に
よ
る
既
存
サ
ー
ビ
ス
に
加
え
、
N
P
O
、

民
間
企
業
、
住
民
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
、
協
同
組
合
等
に
よ
る
多
様
な
サ
ー
ビ
ス
の

提
供
が
可
能
。
こ
れ
に
よ
り
、
効
果
的
・
効
率
的
な
事
業
も
実
施
可
能
。

②
特

別
養

護
老

人
ホ
ー

ム
の
新

規
入
所

者
を
、

原
則
、

要
介
護

３
以

上
に
限

定
（
既
入

所
者

は
除

く
）

*
要
介
護
１
・
２
で
も
一
定
の
場
合
に
は
入
所
可
能

1

*
保
険
料
見
通
し
：
現
在

5
,0
0
0
円
程
度
→
2
0
2
5
年
度
8
,2
0
0
円
程
度

*
軽
減
例
：
年
金
収
入
8
0
万
円
以
下

5
割
軽
減

→
7
割
軽
減
に
拡
大

*
軽
減
対
象
：
市
町
村
民
税
非
課
税
世
帯
（
6
5
歳
以
上
の
約
３
割
）

①
在

宅
医

療
・

介
護
連

携
の
推

進

②
認

知
症

施
策

の
推
進

③
地

域
ケ

ア
会

議
の
推

進

④
生

活
支

援
サ

ー
ビ
ス

の
充
実

・
強
化
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 ○
地
域
資
源
の
発
掘

 
 ○
地
域
リ
ー
ダ
ー
発
掘

 
 ○
住
民
互
助
の
発
掘

 
 

市
町
村
に
お
け
る
地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
構
築
の
プ
ロ
セ
ス
（
概
念
図
）

 

 地
域
の
課
題
の
把
握
と

 

社
会
資
源
の
発
掘

 

地
域
の
関
係
者
に
よ
る

対
応
策
の
検
討

 

対
応
策
の

 

決
定
・
実
行

 

地
域
ケ
ア
会
議
の
実
施

 
 

地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
等
で
個

別
事
例
の
検
討
を
通
じ
地
域
の

ニ
ー
ズ
や
社
会
資
源
を
把
握

 

 
 

 
※

 
地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー

 
 

 
で
は
総
合
相
談
も
実
施
。

 
 

 
 

 

日
常
生
活
圏
域
ニ
ー
ズ
調
査
等

 
 

介
護
保
険
事
業
計
画
の
策
定
の
た
め

日
常
生
活
圏
域
ニ
ー
ズ
調
査
を
実
施

し
、
地
域
の
実
態
を
把
握

 

医
療
・
介
護
情
報
の

 
「
見
え
る
化
」 

（
随
時
）

 
 

他
市
町
村
と
の
比
較
検
討

 

Ｐ
Ｄ
Ｃ
Ａ
サ
イ
ク
ル

 

量 的 ・ 質 的 分 析  

■
都
道
府
県
と
の
連
携

 
 

 
 
（
医
療
・
居
住
等
）

 
■
関
連
計
画
と
の
調
整

 
 
・
医
療
計
画

 
 
・
居
住
安
定
確
保
計
画

 
 
・
市
町
村
の
関
連
計
画

 
等

 

■
住
民
参
画

 
 
・
住
民
会
議

 
 
・
セ
ミ
ナ
ー

 
 
・
パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト
等

 

■
関
連
施
策
と
の
調
整

 
 
・
障
害
、
児
童
、
難
病
施
策
等

 
 

 
の
調
整

 

事 業 化 ・ 施 策 化 協 議  

  ■
介
護
サ
ー
ビ
ス

 
 
・
地
域
ニ
ー
ズ
に
応
じ
た
在
宅

 
 

 
サ
ー
ビ
ス
や
施
設
の
バ
ラ
ン

 
 

 
ス
の
と
れ
た
基
盤
整
備

 
 
・
将
来
の
高
齢
化
や
利
用
者
数

 
 

 
見
通
し
に
基
づ
く
必
要
量

 
 ■
医
療
・介

護
連
携

 
 
・
地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
の

 
 

 
体
制
整
備
（
在
宅
医
療
・
介

 
 

 
護
の
連
携
）

 
 
・
医
療
関
係
団
体
等
と
の
連
携

 

 ■
住
ま
い

 
 
・
サ
ー
ビ
ス
付
き
高
齢
者
向
け

 
 

 
住
宅
等
の
整
備

 
 
・
住
宅
施
策
と
連
携
し
た
居
住

 
 

 
確
保

 

 ■
生
活
支
援
／
介
護
予
防

 
 
・
自
助
（
民
間
活
力
）
、
互
助

 
 

 
（
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
）
等
に
よ

 
 

 
る
実
施

 
 
・
社
会
参
加
の
促
進
に
よ
る
介

 
 

 
護
予
防

 
 
・
地
域
の
実
情
に
応
じ
た
事
業

 
 

 
実
施

 

■
人
材
育
成
［
都
道
府
県
が
主
体
］
 

 
・
専
門
職
の
資
質
向
上

 
 
・
介
護
職
の
処
遇
改
善

 
 

 

■
地
域
課
題
の
共
有

 
 
・
保
健
、
医
療
、
福
祉
、
地

 
 

 
域
の
関
係
者
等
の
協
働
に

 
 

 
よ
る
個
別
支
援
の
充
実

 
 
・
地
域
の
共
通
課
題
や
好
取

 
 

 
組
の
共
有

 
■
年
間
事
業
計
画
へ
の
反
映

 

具 体 策 の 検 討  

社
会
資
源

 

課
 
題

 
介
護
保
険
事
業
計
画
の
策
定
等

 

地
域
ケ
ア
会
議

 
等

 

 □
高
齢
者
の
ニ
ー
ズ

 
 □
住
民
・
地
域
の
課
題

 
 □
社
会
資
源
の
課
題

 
 
・
介
護

 
 
・
医
療

 
 
・
住
ま
い

 
 
・
予
防

 
 
・
生
活
支
援

 

 □
支
援
者
の
課
題

 
 
・
専
門
職
の
数
、
資
質

 
 
・
連
携
、
ﾈｯ
ﾄﾜ
ｰｸ

 

5
3
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○
予
防
給
付
の
う
ち
訪
問
介
護
・
通
所
介
護
に
つ
い
て
、
市
町
村
が
地
域
の
実
情
に
応
じ
た
取
組
が
で
き
る
介
護
保
険
制
度
の
地
域
支
援
事
業
へ
移
行
（
２
９
年
度
末
ま

で
）
。
財
源
構
成
は
給
付
と
同
じ
（
国
、
都
道
府
県
、
市
町
村
、
1
号
保
険
料
、
２
号
保
険
料
）
。

○
既
存
の
介
護
事
業
所
に
よ
る
既
存
の
サ
ー
ビ
ス
に
加
え
て
、
N
P
O
、
民
間
企
業
、
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
な
ど
地
域
の
多
様
な
主
体
を
活
用
し
て
高
齢
者
を
支
援
（
高
齢
者
の
状

態
像
等
に
応
じ
た
ケ
ア
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
）
。
高
齢
者
は
支
え
手
側
に
回
る
こ
と
も
。

○
総
合
事
業
の
事
業
費
の
上
限
は
、
事
業
へ
の
移
行
分
を
賄
え
る
よ
う
に
見
直
し
。

○
国
は
、
指
針
（
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
）
を
策
定
し
、
市
町
村
に
よ
る
事
業
の
円
滑
な
実
施
を
支
援
。

予
防
給
付
の
見
直
し
と
地
域
支
援
事
業
の
充
実

・
住
民
主
体
で
参
加
し
や
す
く
、
地
域
に
根
ざ
し
た
介
護
予
防
活
動
の
推
進

・
元
気
な
時
か
ら
の
切
れ
目
な
い
介
護
予
防
の
継
続

・
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
専
門
職
等
の
関
与
に
よ
る
介
護
予
防
の
取
組

・
見
守
り
等
生
活
支
援
の
担
い
手
と
し
て
、
生
き
が
い
と
役
割
づ
く
り
に
よ
る
互
助
の
推
進

・
住
民
主
体
の
サ
ー
ビ

ス
利
用
の
拡
充

・
認
定
に
至
ら
な
い

高
齢
者
の
増
加

・
重
度
化
予
防
の
推
進

・
専
門
的
な
サ
ー
ビ
ス
を
必
要
と
す
る
人
に

は
専
門
的
サ
ー
ビ
ス
の
提
供

（
専
門
サ
ー
ビ
ス
に
ふ
さ
わ
し
い
単
価
）

・
支
援
す
る
側
と
さ
れ
る
側
と
い
う
画
一
的

な
関
係
性
で
は
な
く
、
サ
ー
ビ
ス
を
利
用

し
な
が
ら
地
域
と
の
つ
な
が
り
を
維
持
で

き
る

・
能
力
に
応
じ
た
柔
軟
な
支
援
に
よ
り
、

介
護
サ
ー
ビ
ス
か
ら
の
自
立
意
欲
が
向
上

・
多
様
な
ニ
ー
ズ
に
対

す
る
サ
ー
ビ
ス
の
拡

が
り
に
よ
り
、
在
宅
生

活
の
安
心
確
保

予
防
給
付

（
全
国
一
律
の
基
準
）

地
域
支
援
事
業

移
行

移
行

・
多
様
な
担
い
手
に
よ
る
多
様
な
サ
ー
ビ
ス

（
多
様
な
単
価
、
住
民
主
体
に
よ
る
低
廉
な

単
価
の
設
定
、
単
価
が
低
い
場
合
に
は

利
用
料
も
低
減
）

同
時
に
実
現

サ
ー
ビ
ス
の
充
実

費
用
の
効
率
化

訪
問
介
護

Ｎ
Ｐ
Ｏ
、
民
間
事
業
者
等
に
よ
る
掃
除
・
洗
濯
等
の

生
活
支
援
サ
ー
ビ
ス

住
民
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
に
よ
る
ゴ
ミ
出
し
等
の
生
活
支

援
サ
ー
ビ
ス

既
存
の
訪
問
介
護
事
業
所
に
よ
る
身
体
介
護
・生

活
援
助
の
訪
問
介
護

通
所
介
護

既
存
の
通
所
介
護
事
業
所
に
よ
る
機
能
訓
練
等

の
通
所
介
護

Ｎ
Ｐ
Ｏ
、
民
間
事
業
者
等
に
よ
る
ﾐﾆ
ﾃ
ﾞｲ
ｻ
ｰ
ﾋ
ﾞｽ

ｺ
ﾐｭ
ﾆ
ﾃ
ｨｻ
ﾛ
ﾝ
、
住
民
主
体
の
運
動
・
交
流
の
場

リ
ハ
ビ
リ
、
栄
養
、
口
腔
ケ
ア
等
の
専
門
職
等
関
与

す
る
教
室

＜
地
域
支
援
事
業
の
充
実
＞

①
生
活
支
援
・
介
護
予
防
の
充
実

②
在
宅
医
療
・

介
護
連
携
の
推
進

③
認
知
症
施
策

の
推
進

④
地
域
ケ
ア
会
議

の
推
進

5
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訪
問
看
護
、
福
祉
用
具
等

 
※
全
国
一
律
の
人
員
基
準
、
運
営
基
準

 
※
訪
問
介
護
・
通
所
介
護
は
総
合
事
業
に
よ

る
サ
ー
ビ
ス
へ
移
行

   

介
護
予
防
給
付

 

介
護
予
防
・生

活
支
援
サ
ー
ビ
ス
事
業
対
象
者

 
要

 
支

 
援

 
者

 

総
 合

 事
 業

 

※
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト
で
判
断

 

一
般
介
護
予

 防
事
業
（そ
の
他
体
操
教
室
等
の
普
及
啓
発
等
。
全
て
の
高
齢
者
が
対
象
。
）

 

一
般
高
齢
者

 

市
町
村
・
地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
が
ケ
ア
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
を
実
施

 

新
し
い
介
護
予
防
・
日
常
生
活
支
援
総
合
事
業
（
総
合
事
業
）

 
○

 
介
護
保
険
制
度
の
地
域
支
援
事
業
の
枠
組
み
の
中
で
、
平
成
２
４
年
度
に
導
入
し
た
介
護
予
防
・
日
常
生
活
支
援
総
合
事
業
（総

合
事
業
）
を
発
展
的
に
見

直
し
。
現
在
、
事
業
実
施
が
市
町
村
の
任
意
と
な
っ
て
い
る
が
（
※
）、
総
合
事
業
に
つ
い
て
必
要
な
見
直
し
を
行
っ
た
上
で
、
平
成
２
９
年
４
月
ま
で
に
全
て
の

市
町
村
で
実
施

 
 

 
（※

）２
４
年
度
２
７
保
険
者
が
実
施
、
２
５
年
度
は
４
４
保
険
者
が
実
施
予
定

 

○
 
サ
ー
ビ
ス
の
種
類
・内

容
・人

員
基
準
・
運
営
基
準
・
単
価
等
が
全
国
一
律
と
な
っ
て
い
る
予
防
給
付
の
う
ち
、
訪
問
介
護
・
通
所
介
護
に
つ
い
て
、
市
町
村
が

地
域
の
実
情
に
応
じ
、
住
民
主
体
の
取
組
を
含
め
た
多
様
な
主
体
に
よ
る
柔
軟
な
取
組
に
よ
り
、
効
果
的
か
つ
効
率
的
に
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
で
き
る
よ
う
、
地
域

支
援
事
業
の
形
式
に
見
直
す
。
（平

成
２
９
年
度
末
に
は
全
て
事
業
に
移
行
）。

 

○
 
総
合
事
業
の
事
業
費
の
上
限
は
、
事
業
へ
の
移
行
分
を
賄
え
る
よ
う
に
見
直
し
。

 

○
 
訪
問
介
護
・通

所
介
護
以
外
の
サ
ー
ビ
ス
（
訪
問
看
護
、
福
祉
用
具
等
）
は
、
引
き
続
き
予
防
給
付
に
よ
る
サ
ー
ビ
ス
提
供
を
継
続
。

 
 

 

○
 
地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
に
よ
る
ケ
ア
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
に
基
づ
き
、
総
合
事
業
の
サ
ー
ビ
ス
と
予
防
給
付
の
サ
ー
ビ
ス

(要
支
援
者

)を
組
み
合
わ
せ
る
。

 

○
 
総
合
事
業
の
実
施
に
向
け
基
盤
整
備
を
推
進
。

 

○
 
国
は
、
指
針
（ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
）
を
策
定
し
、
市
町
村
に
よ
る
事
業
の
円
滑
な
実
施
を
支
援
。

 

   

3
1
 

介
護
予
防
・生

活
支
援
サ
ー
ビ
ス
事
業

 
①
訪
問
型
・通

所
型
サ
ー
ビ
ス
（運

動
・口

腔
・栄

養
改
善
事
業
等
を
含
む
）

 
②
栄
養
改
善
を
目
的
と
し
た
配
食
、
定
期
的
な
安
否
確
認
・緊

急
時
対
応

 
等

 

 
 
※
事
業
内
容
は
、
市
町
村
の
裁
量
を
拡
大
、
柔
軟
な
人
員
基
準
・
運
営
基
準
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6
7

 

総
合
事
業
へ
の
指
定
事
業
者
制
の
導
入
等
に
よ
る
円
滑
な
移
行

 

・
指
定
介
護
予
防
事
業
者

 
 
（
都
道
府
県
が
指
定
）

 

・
介
護
報
酬
（
全
国
一
律
）

 

・
国
保
連
に
審
査
・
支
払
い
を
委
託

 

※
被
保
険
者
に
対
す
る
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
費

の
支
給
を
、
指
定
事
業
者
が
被
保
険
者
に
代

わ
っ
て
受
領
す
る
仕
組
み

 

＜
介
護
予
防
給
付
の
仕
組
み
＞

 
＜
新
し
い
総
合
事
業
の
仕
組
み
＞

 

・
指
定
事
業
者

 
（
市
町
村
が
指
定
）

 

・
単
価
は
市
町
村
が
独
自
に
設
定

 

・
国
保
連
に
審
査
・支

払
い
の
委
託
が
可
能

 

※
被
保
険
者
に
対
す
る
事
業
支
給
費
の
支
給
を
、
指
定
事
業
者
が
被

保
険
者
に
代
わ
っ
て
受
領
す
る
仕
組
み

 

①
指
定
事
業
者
に
よ
る
方
法
（
給
付
の
仕
組
み
に
類
似
）

 

②
そ
の
他
の
方
法

 

・
事
業
者
へ
の
委
託
、
事
業
者
へ
の
補
助
、
市
町
村
に

よ
る
直
接
実
施

 

・
委
託
費
等
は
市
町
村
が
独
自
に
設
定

 
 

 
（利

用
者

1
回
当
た
り
や

1
人
当
た
り
の
単
価
に
よ
る
方
法
や
、
利
用
定
員
等
に
対

し
て
年
間
、
月
間
等
の
委
託
費
総
額
を
取
り
決
め
る
方
法
な
ど
、
様
々
な
方
法

が
可
能
）

 

・
単
価
に
よ
る
方
法
の
場
合
は
、
国
保
連
に
審
査
・
支

払
い
の
委
託
が
可
能

 

○
 
給
付
か
ら
事
業
へ
の
移
行
に
よ
り
、
多
様
な
主
体
に
よ
る
多
様
な
サ
ー
ビ
ス
が
可
能
と
な
り
、
市
町
村
の
事
業
の
実
施
方
法
も
多
様
と
な
る
。

 

 
国
が
介
護
保
険
法
に
基
づ
き
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
（
指
針
）を
定
め
、
円
滑
な
移
行
を
支
援
。

 

○
 
市
町
村
の
総
合
事
業
の
実
施
方
法
と
し
て
、
事
業
者
へ
の
委
託
等
の
ほ
か
、
予
防
給
付
と
類
似
し
た
指
定
事
業
者
制
を
導
入

 

・
指
定
事
業
者
制
に
よ
り
、
事
業
者
と
市
町
村
の
間
で
毎
年
度
委
託
契
約
を
締
結
す
る
こ
と
が
不
要
と
な
り
、
事
務
負
担
を
軽
減

 

・
施
行
時
に
は
、
原
則
、
都
道
府
県
が
指
定
し
て
い
る
予
防
給
付
の
事
業
者
（訪

問
介
護
・通

所
介
護
）を
、
市
町
村
の
総
合
事
業
の
指
定
事

業
者
と
み
な
す
経
過
措
置
を
講
じ
、
事
務
負
担
を
軽
減
す
る
と
と
も
に
、
円
滑
な
移
行
を
図
る

 

・
審
査
・
支
払
に
つ
い
て
も
、
現
在
の
予
防
給
付
と
同
様
に
、
国
民
健
康
保
険
団
体
連
合
会
の
活
用
を
推
進

 

円
滑
な
移
行

 
（訪

問
介
護
･通
所
介
護
） 

改
正
法
の
施
行
時
に
は
、
原
則
、

都
道
府
県
が
指
定
し
て
い
る
予

防
給
付
の
事
業
者
（
訪
問
介

護
・
通
所
介
護
）
を
、
市
町
村
の

総
合
事
業
の
指
定
事
業
者
と
み

な
す
経
過
措
置

 

（
必
要
な
方
へ
の
専
門
的
な
サ
ー
ビ
ス
提
供
等
） 

・
専
門
的
な
サ
ー
ビ
ス
を
必
要
と
す
る
方
に
対
し
て
は
、
既
存
の
介
護
事
業
者

等
も
活
用
し
て
、
専
門
的
な
サ
ー
ビ
ス
を
提
供

 

・
既
に
サ
ー
ビ
ス
を
受
け
て
い
る
方
は
、
事
業
移
行
後
も
市
町
村
の
ケ
ア
マ
ネ

ジ
メ
ン
ト
に
基
づ
き
、
既
存
サ
ー
ビ
ス
相
当
の
サ
ー
ビ
ス
を
利
用
可
能
と
す
る

 

・
国
と
し
て
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
を
定
め
る
こ
と
等
を
通
じ
、
専
門
的
な
サ
ー
ビ
ス
に
に

つ
い
て
ふ
さ
わ
し
い
単
価
設
定
を
行
う
こ
と
な
ど
市
町
村
の
取
組
を
支
援

 
  

 
※

 
新
し
く
サ
ー
ビ
ス
を
受
け
る
者
に
は
、
市
町
村
を
中
心
と
し
た
支
え
合
い
の
体
制
づ
く
り

 
 

 
 
を
進
め
る
こ
と
で
、
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
な
ど
の
多
様
な
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
を
推
進
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【財

源
構
成
】 

 

国
 

2
5

%
 

 都
道
府
県

 
 

 
1

2
.5

%
 

 市
町
村

 
 

 
1

2
.5

%
 

 1
号
保
険
料

 
 

 
2

1
%

 
 2
号
保
険
料

 
 

 
2

9
%

 
 

  
【財

源
構
成
】 

 

国
 

3
9

.5
%

 
 都
道
府
県

 
 

 
1

9
.7

5
%

 
 市
町
村

 
 

 
 

1
9

.7
5

%
 

 1
号
保
険
料

 
  

 
2

1
%

 
 

介
護
予
防
給
付

 
 
（
要
支
援
1～

２
）
 

介
護
予
防
事
業

 
又
は
介
護
予
防
・
日
常
生
活
支
援
総
合
事
業

 
○

 二
次
予
防
事
業

 
○

 一
次
予
防
事
業

 
介
護
予
防
・日

常
生
活
支
援
総
合
事
業
の
場
合

 
は
、
上
記
の
他
、
生
活
支
援
サ
ー
ビ
ス
を
含
む

 
要
支
援
者
向
け
事
業
、
介
護
予
防
支
援
事
業
。

 

包
括
的
支
援
事
業

 
○
地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
の
運
営

 
 

 ・
介
護
予
防
ケ
ア
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
、
総
合
相
談
支
援

 
 

  業
務
、
権
利
擁
護
業
務
、
ケ
ア
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
支
援

 

任
意
事
業

 
○

 介
護
給
付
費
適
正
化
事
業

 
○

 家
族
介
護
支
援
事
業

 
○

 そ
の
他
の
事
業

 

新
し
い
介
護
予
防
・
日
常
生
活
支
援
総
合
事
業

 
（
要
支
援

1～
２
、
そ
れ
以
外
の
者
）
 

○
 介
護
予
防
・
生
活
支
援
サ
ー
ビ
ス
事
業

 
 

 
・
訪
問
型
サ
ー
ビ
ス

 
 

 
・
通
所
型
サ
ー
ビ
ス

 
 

 
・
生
活
支
援
サ
ー
ビ
ス
（配

食
等
） 

 
 
・
介
護
予
防
支
援
事
業
（ケ
ア
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
）

 

○
 一
般
介
護
予
防
事
業

 

包
括
的
支
援
事
業

 
 

○
 地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
の
運
営

 
（左

記
に
加
え
、
地
域
ケ
ア
会
議
の
充
実
） 

○
 在
宅
医
療
・
介
護
連
携
の
推
進

 

○
 認
知
症
施
策
の
推
進

 
（認

知
症
初
期
集
中
支
援
チ
ー
ム
、
認
知
症
地
域
支
援
推
進
員

 等
） 

○
 生
活
支
援
サ
ー
ビ
ス
の
体
制
整
備

 
（コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
の
配
置
、
協
議
体
の
設
置
等
）

 

介
護
予
防
給
付

（
要
支
援
1～

２
）
 

充 実
 

現
行
と
同
様

 

事
業
に
移
行

 

訪
問
看
護
、
福
祉
用
具
等

 

訪
問
介
護
、
通
所
介
護

 

多 様 化
 

任
意
事
業

 
○

 介
護
給
付
費
適
正
化
事
業

 
○

 家
族
介
護
支
援
事
業

 
○

 そ
の
他
の
事
業

 

地 域 支 援 事 業  

地 域 支 援 事 業  

介
護
給
付

 （
要
介
護
1～

５
）
 

介
護
給
付

（
要
介
護
1～

５
）
 

新
し
い
地
域
支
援
事
業
の
全
体
像

 
＜
現
行
＞

 
＜
見
直
し
後
＞

 
介
護
保
険
制
度

 

全
市
町
村
で

実
施

 

6



〔
見
直
し
案
〕

○
原
則
、
特
養
へ
の
新
規
入
所
者
を
要
介
護
度
３
以
上
の
高
齢
者
に
限
定
し
、
在
宅
で
の
生
活
が
困
難
な
中
重
度
の
要
介
護
者
を
支
え
る
施

設
と
し
て
の
機
能
に
重
点
化
【
既
入
所
者
は
除
く
】

○
他
方
で
、
軽
度
（
要
介
護
１
・
２
）
の
要
介
護
者
に
つ
い
て
、
や
む
を
得
な
い
事
情
に
よ
り
、
特
養
以
外
で
の
生
活
が
著
し
く
困
難
で
あ

る
と
認
め
ら
れ
る
場
合
に
は
、
市
町
村
の
関
与
の
下
、
特
例
的
に
、
入
所
を
認
め
る

【
参
考
：
要
介
護
１
・
２
で
あ
っ
て
も
特
養
へ
の
入
所
が
必
要
と
考
え
ら
れ
る
場
合
（
詳
細
に
つ
い
て
は
今
後
検
討
）
】

知
的
障
害
・
精
神
障
害
等
も
伴
っ
て
、
地
域
で
の
安
定
し
た
生
活
を
続
け
る
こ
と
が
困
難

家
族
等
に
よ
る
虐
待
が
深
刻
で
あ
り
、
心
身
の
安
全
・
安
心
の
確
保
が
不
可
欠

認
知
症
高
齢
者
で
あ
り
、
常
時
の
適
切
な
見
守
り
・
介
護
が
必
要

特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
の
重
点
化

2.
7 

3.
1 

12
.5

 

9.
0 

8.
7 

14
.9

 26
.1

 

20
.3

 

19
.0

 

36
.7

 

32
.0

 

28
.7

 

25
.6

 

35
.8

 22
.9

 

0%
10

%
20

%
30

%
40

%
50

%
60

%
70

%
80

%
90

%
10

0%

平
成
２
３
年

平
成
１
２
年

要
介
護
度
別
の
特
養
入
所
者
の
割
合

（
３
．
３
５
）

（
３
．
８
９
）

【
参
考
】

平
成
2
3
年
度
に
お
け
る

特
養
の
新
規
入
所
者

※
全
体
の
約
1
4
万
人

の
う
ち
要
介
護
１
・２
は

約
１
．
６
万
人

要
介
護
１

要
介
護
２

要
介
護
３

要
介
護
４

要
介
護
５

（
平
均
要
介
護
度
）

要
介
護
１
～
２

要
介
護
３

要
介
護
４
～
５

計

全
体

１
３
.２

（
３
１
.２
％
）

１
１
.０

（
２
６
.２
％
）

１
７
．
９

（
４
２
.４
％
）

４
２
．
１

（
１
０
０
％
）

う
ち
在
宅
の
方

７
.７

（
１
８
.２
％
）

５
.４

（
１
２
.９
％
）

６
．
７

（
１
６
.０
％
）

１
９
．
９

（
４
７
.２
％
）

（
単
位
：
万
人
）

特
養
の
入
所
申
込
者
の
状
況

※
各
都
道
府
県
で
把
握
し
て
い
る
特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
の
入
所
申
込
者
の
状
況
を
集
計
し
た
も
の
。
（
平
成
２
１
年
１
２
月
集
計
。
調
査
時
点
は
都
道
府
県
に
よ
っ
て
異
な
る
。
）

≪
施
設
数
：
７
，
８
３
１
施
設

サ
ー
ビ
ス
受
給
者
数
：５
１
．
１
万
人
（平
成
２
５
年
８
月
）
≫
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補
足
給
付
の
見
直
し
（
資
産
等
の
勘
案
）

預
貯
金
等

非
課
税
年
金
収
入

一
定
額
超
の
預
貯
金
等
（
単
身
で
は
10
00
万
円
超
、
夫
婦
世
帯
で
は
20
00
万
円
超
程
度
を
想
定
）
が
あ
る

場
合
に
は
、
対
象
外
。
→
本
人
の
申
告
で
判
定
。
金
融
機
関
へ
の
照
会
、
不
正
受
給
に
対
す
る
ペ
ナ

ル
テ
ィ
（
加
算
金
）
を
設
け
る

補
足
給
付
の
支
給
段
階
の
判
定
に
当
た
り
、
非
課
税
年
金
（
遺
族
年
金
・
障
害
年
金
）
も
勘
案
す
る

○
施
設
入
所
等
に
か
か
る
費
用
の
う
ち
、
食
費
及
び
居
住
費
は
本
人
の
自
己
負
担
が
原
則
と
な
っ
て
い
る
が
、
住
民
税
非
課
税
世
帯
で
あ
る
入
居
者
に
つ
い
て
は
、
そ

の
申
請
に
基
づ
き
、
補
足
給
付
を
支
給
し
負
担
を
軽
減
。

○
福
祉
的
な
性
格
や
経
過
的
な
性
格
を
有
す
る
制
度
で
あ
り
、
預
貯
金
を
保
有
す
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
保
険
料
を
財
源
と
し
た
給
付
が
行
わ
れ
る
こ
と
は
不
公
平
で
あ

る
こ
と
か
ら
、
資
産
を
勘
案
す
る
等
の
見
直
し
を
行
う
。

居
住
費

食
費

１
割
負
担

1.
5 

1.
5 

2.
5 

2.
8 

0.
9 

1.
2 

2.
0 

4.
2 

2.
5 

2.
5 

4.
0 

6.
0 

第
1段
階

第
2段
階

第
3段
階

第
4段
階

8
.5
万
円

＜
現
在
の
補
足
給
付
と
施
設
利
用
者
負
担
＞

【補
足
給
付
】

居
住
費
：2
.0
万
円

食
費
：2
.2
万
円

【補
足
給
付
】

居
住
費
：3
.5
万
円

食
費
：3
.0
万
円

【補
足
給
付
】

居
住
費
：3
.5
万
円

食
費
：3
.2
万
円

1
3
万
円
～

5
.2
万
円

第
1段
階

・生
活
保
護
受
給
者

・市
町
村
民
税
世
帯
非
課
税
の
老
齢
福
祉
年
金
受
給
者

第
2段
階

・市
町
村
民
税
世
帯
非
課
税
で
あ
っ
て
、

課
税
年
金
収
入
額
＋
合
計
所
得
金
額
が

80
万
円
以
下

第
3段
階

・市
町
村
民
税
世
帯
非
課
税
で
あ
っ
て
、

利
用
者
負
担
第
２
段
階
該
当
者
以
外

第
4段
階

～
・市
町
村
民
税
本
人
非
課
税
・世
帯
課
税

・市
町
村
民
税
本
人
課
税
者

4
.9
万
円

負 担 軽 減 の 対 象

＜
見
直
し
案
＞

※
ユ
ニ
ッ
ト
型
個
室
の
例

9

配
偶
者
の
所
得

施
設
入
所
に
際
し
て
世
帯
分
離
が
行
わ
れ
る
こ
と
が
多
い
が
、
配
偶
者
の
所
得
は
、
世
帯
分
離
後
も
勘

案
す
る
こ
と
と
し
、
配
偶
者
が
課
税
さ
れ
て
い
る
場
合
は
、
補
足
給
付
の
対
象
外

（
※
）
認
定
者
数
：
１
０
３
万
人
、
給
付
費
：
２
８
４
４
億
円
［
平
成
２
３
年
度
］
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○
保
険
料
の
上
昇
を
可
能
な
限
り
抑
え
つ
つ
、
制
度
の
持
続
可
能
性
を
高
め
る
た
め
、
こ
れ
ま
で
一
律
１
割
に
据
え
置
い
て
い
る
利
用
者
負

担
に
つ
い
て
、
相
対
的
に
負
担
能
力
の
あ
る
一
定
以
上
の
所
得
の
方
の
自
己
負
担
割
合
を
２
割
と
す
る
。
た
だ
し
、
月
額
上
限
が
あ
る
た
め
、

見
直
し
対
象
の
全
員
の
負
担
が
2倍
に
な
る
わ
け
で
は
な
い
。

○
自
己
負
担
２
割
と
す
る
水
準
は
、
モ
デ
ル
年
金
や
平
均
的
消
費
支
出
の
水
準
を
上
回
り
、
か
つ
負
担
可
能
な
水
準
と
し
て
、

被
保
険
者
の
上
位
２
０
％
に
該
当
す
る
合
計
所
得
金
額
１
６
０
万
円
以
上
の
者
（
単
身
で
年
金
収
入
の
み
の
場
合
、

28
0万
円
以
上
）

○
利
用
者
の
所
得
分
布
は
、
被
保
険
者
全
体
の
所
得
分
布
と
比
較
し
て
低
い
た
め
、
被
保
険
者
の
上
位
２
０
％
に
相
当
す
る
基
準
を
設
定

し
た
と
し
て
も
、
実
際
に
影
響
を
受
け
る
の
は
、
在
宅
サ
ー
ビ
ス
の
利
用
者
の
う
ち

15
％
程
度
、
特
養
入
所
者
の
５
％
程
度
と
推
計
。

8

自
己
負
担
限
度
額
（
高
額
介
護
サ
ー
ビ
ス
費
）の
う
ち
、
医
療
保
険
の
現
役
並
み
所
得
に

相
当
す
る
者
の
み
引
上
げ

負
担
割
合
の
引
き
上
げ

負
担
上
限
の
引
き
上
げ

年
金
収
入

介
護
保
険
料

が
第
６
段
階

３
１
０
万
円

合
計
所
得
金
額

住
民
税

非
課
税

１
５
５
万
円

16
0

19
0

20
0

10
0

30
0

40
0

自
己
負
担
２
割
と
す
る
水
準
（単
身
で
年
金
収
入
の
み
の
場
合
）

モ
デ
ル
年
金

(厚
生
年
金

)
１
９
８
万
円

（
案
）
被
保
険
者
の

上
位
２
０
％

２
８
０
万
円

医
療
保
険
の

現
役
並
み
所
得

３
８
３
万
円

一
定
以
上
所
得
者
の
利
用
者
負
担
の
見
直
し

自
己
負
担
限
度
額
（月
額
）

一
般

37
,2

00
円
（
世
帯
）

市
町
村
民
税
世
帯
非
課
税
等

24
,6

00
円
（
世
帯
）

年
金
収
入

80
万
円
以
下
等

15
,0

00
円
（
個
人
）

現
役
並
み

所
得
相
当

44
,4

00
円

一
般

37
,2

00
円

〈
見
直
し
案
〉

自
己
負
担
限
度
額

（
現
行
／
世
帯
単
位
）

現
役
並
み
所
得
者

80
,1

00
＋
医
療
費

1％
（
多
数
該
当
：

44
,4

00
円
）

一
般

44
,4

00
円

市
町
村
民
税
非
課
税
等

24
,6

00
円

年
金
収
入

80
万
円
以
下
等

15
.0

00
円

参
考
：
医
療
保
険
の

70
歳
以
上
の
高
額
療
養
費
の
限
度
額

〈
現
行
〉

※
年
金
収
入
の
場
合
：
合
計
所
得
金
額
＝
年
金
収
入
額
－
公
的
年
金
等
控
除
（
基
本
的
に

12
0万
円
）

平
均
的
消
費
支
出

（
無
職
高
齢
者
単
身
世
帯
）

１
７
０
万
円
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○
 
介
護
保
険
に
お
い
て
は
、
住
所
地
の
市
町
村
が
保
険
者
と
な
る
の
が
原
則
だ
が
、
介
護
保
険
施
設
等
の
所
在
す
る
市
町
村
の
財
政
に
配

慮
す
る
た
め
、
特
例
と
し
て
、
入
所
者
は
入
所
前
の
市
町
村
の
被
保
険
者
と
な
る
仕
組
み
（
住
所
地
特
例
）
を
設
け
て
い
る
。
 

○
 
現
在
、
サ
ー
ビ
ス
付
き
高
齢
者
向
け
住
宅
は
有
料
老
人
ホ
ー
ム
に
該
当
し
て
も
特
例
の
対
象
外
だ
が
、
所
在
市
町
村
の
負
担
を
考
慮
し
、

そ
の
他
の
有
料
老
人
ホ
ー
ム
と
の
均
衡
を
踏
ま
え
、
有
料
老
人
ホ
ー
ム
に
該
当
す
る
サ
ー
ビ
ス
付
き
高
齢
者
向
け
住
宅
に
つ
い
て
も
、
住

所
地
特
例
の
対
象
と
す
る
。
 

○
 
従
来
の
住
所
地
特
例
で
は
、
対
象
者
が
住
所
地
の
市
町
村
の
指
定
し
た
地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス
及
び
地
域
支
援
事
業
を
使
え
な
い
と
い

う
課
題
が
あ
る
が
、
住
所
地
特
例
対
象
者
に
限
り
、
住
所
地
市
町
村
の
指
定
を
受
け
た
地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス
を
使
え
る
よ
う
に
し
、
住

所
地
市
町
村
の
地
域
支
援
事
業
を
利
用
で
き
る
こ
と
と
す
る
（
地
域
支
援
事
業
の
費
用
負
担
は
調
整
）
。
 

3
5
 

サ
ー
ビ
ス
付
き
高
齢
者
向
け
住
宅
へ
の
住
所
地
特
例
の
適
用

 

＜
現
在
の
対
象
施
設
等
＞
 

 
(1
) 

介
護
保
険
３
施
設
 

 
(2
) 

特
定
施
設
（
地
域
密
着
型
特
定
施
設
を
除
く
。
）
 

 
 
 
・
有
料
老
人
ホ
ー
ム
 

 
 

 
 
※
特
定
施
設
入
居
者
生
活
介
護
の
指
定
を
受
け
て
い
な
い
賃
貸

借
方
式
の
サ
ー
ビ
ス
付
き
高
齢
者
向
け
住
宅
は
対
象
外
。
 

 
 

 
・
軽
費
老
人
ホ
ー
ム
 

 
(3
) 

養
護
老
人
ホ
ー
ム
 

Ａ
町

 
Ｂ
市

 

自
宅

 
施
設
等

 

住
所

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ｂ
市
 

住
民
税

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ｂ
市
 

行
政
サ
ー
ビ
ス
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ｂ
市
 

介
護
保
険
の
保
険
者
 
 
 
 
 
Ａ
町

 
介
護
保
険
料

 
 
 
 
 
 
 
 
Ａ
町
 

保
険
給
付
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ａ
町
 

＜
制
度
概
要
＞

 

こ
の
除
外
規
定
を
見
直
し
、
有
料

老
人
ホ
ー
ム
に
該
当
す
る
サ
ー
ビ

ス
付
き
高
齢
者
向
け
住
宅
を
住
所

地
特
例
の
対
象
と
す
る
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3
4
 

地
域
密
着
型
通
所
介
護

 

小
規
模
多
機
能
型
居
宅
介
護
の

 
サ
テ
ラ
イ
ト
型
事
業
所

 

見
直
し
案

 

大
規
模
型

 
大
規
模
型

 
【
前
年
度

1
月
当
た
り
平
均
利
用
延
人
員
数
：
7
5
0
人
超
】
 

現
行

 

通
常
規
模
型

 
【
前
年
度

1
月
当
た
り
平
均
利
用
延
人
員
数
：
3
0
0
人
超
】
 

小
規
模
型

 
【
前
年
度

1
月
当
た
り
平
均
利
用
延
人
員
数
：
3
0
0
人
以
内
】
 

都 道 府 県 が 指 定  

地 域 密 着 型 サ ー ビ ス  
( 市 町 村 が 指 定 ) 

都 道 府 県 が 指 定  

※
地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス
と
し
た
場
合
の
市
町
村
の
事
務
等

 
 
○
事
業
所
の
指
定
・
監
督

 
 
○
事
業
所
指
定
、
基
準
・
報
酬
設
定
を
行
う
際
、
住
民
、
関
係
者
か
ら
の
意
見
聴
取

 
 
○
運
営
推
進
会
議
へ
の
参
加

 
 
等

 
※
地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス
は
、
市
町
村
の
判
断
で
公
募
に
よ
り
事
業
者
を
指
定
で
き
る
。

 

通
常
規
模
型

 

（
注
）
事
業
所
規
模
は
現
在
の
取
扱
い
を
記
載
。

 

認
知
症
対
応
型

 
認
知
症
対
応
型

 
市 町 村 が

指 定※ 

※
地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス

 

大
規
模
型
／
通
常
規
模
型
の
サ
テ
ラ
イ
ト
型
事
業
所

 

○
 
増
加
す
る
小
規
模
の
通
所
介
護
の
事
業
所
に
つ
い
て
、
①
地
域
と
の
連
携
や
運
営
の
透
明
性
を
確
保
す
る
た
め
市
町
村
が
指

定
・
監
督
す
る
地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス
へ
移
行
、
②
経
営
の
安
定
性
の
確
保
、
サ
ー
ビ
ス
の
質
の
向
上
の
た
め
、
通
所
介
護
（
大

規
模
型
・
通
常
規
模
型
）
や
小
規
模
多
機
能
型
居
宅
介
護
の
サ
テ
ラ
イ
ト
事
業
所
へ
移
行
。

 

小
規
模
型
通
所
介
護
の
移
行
と
居
宅
介
護
支
援
事
業
者
の
指
定
権
限
の
移
譲
に
つ
い
て

 

○
 
現
在
、
居
宅
介
護
支
援
事
業
者
の
指
定
は
、
事
業
所
か
ら
の
申
請
に
よ
り
、
都
道
府
県
が
行
う
こ
と
と
な
っ
て
い
る
が
、
指
定
都

 

 
市
・中

核
市
以
外
の
市
町
村
に
も
指
定
権
限
を
移
譲
す
る
。
（
平
成
３
０
年
度
施
行
）
 

※
 
大
都
市
等
の
特
例
に
よ
り
、
指
定
都
市
及
び
中
核
市
に
つ
い
て
は
、
居
宅
介
護
支
援
事
業
者
の
指
定
権
限
が
移
譲
さ
れ
て
い
る
。
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介
護
人
材
の
確
保
が
困
難
な
状
況
を
踏
ま
え
、
介
護
福
祉
士
の
資
格
取
得
に
か
か
る
実
務
者
研
修
の
義
務
付
け
（
実

務
者
ル
ー
ト
）
及
び
国
家
試
験
の
義
務
づ
け
（
養
成
施
設
ル
ー
ト
）
の
施
行
時
期
を
延
期
す
る
と
と
も
に
、
介
護
人
材
の

確
保
の
た
め
の
方
策
に
つ
い
て
の
検
討
を
行
う
こ
と
と
す
る
。

 

   

現
状
と
考
え
方

 

○
 
平
成
１
９
年
の
制
度
改
正
に
よ
り
、
資
格
取
得
方
法
の

見
直
し
を
実
施
。
実
務
者
研
修
の
義
務
付
け
（
実
務
者

ル
ー
ト
）
及
び
国
家
試
験
の
義
務
づ
け
（
養
成
施
設

ル
ー
ト
）
が
平
成
２
７
年
度
か
ら
施
行
予
定
。

 

○
 
し
か
し
、
依
然
、
介
護
人
材
の
確
保
が
困
難
な
状
況

が
続
き
、
今
後
の
経
済
状
況
の
好
転
に
よ
る
他
業
種
へ

の
流
出
懸
念
が
高
ま
る
中
で
、
介
護
業
界
へ
の
入
職
意

欲
を
削
が
な
い
よ
う
に
し
、
幅
広
い
方
面
か
ら
人
材
を

確
保
す
る
た
め
の
方
策
を
講
じ
る
必
要
性
が
高
ま
っ

て
い
る
。

 

今
回
の
対
応

 

以
下
の
２
点
に
つ
い
て
、
改
正
法
案
に
盛
り
込

む
こ
と
と
す
る
。

 

 

１
 
介
護
人
材
の
確
保
の
た
め
の
方
策
に
つ

い
て
、
１
年
間
を
か
け
て
、
検
討
を
行
う
こ
と

 

（
検
討
規
定
）
 

 ２
 
介
護
福
祉
士
の
資
格
取
得
方
法
の
見
直

し
の
施
行
時
期
を
１
年
間
延
長
す
る
こ
と

 

 

3
9

 

介
護
福
祉
士
の
資
格
取
得
方
法
の
見
直
し
の
施
行
延
期
等
に
つ
い
て
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施
行
期
日

 
改
正
事
項

 

①
公
布
の
日

 
○
診
療
放
射
線
技
師
法
（業
務
実
施
体
制
の
見
直
し
）

 

○
社
会
福
祉
士
及
び
介
護
福
祉
士
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（介
護
福
祉
士
の
資
格
取
得
方
法
の
見
直
し
の
期
日
の
変
更
）
 

②
平
成
２
６
年
４
月
１
日
又
は

こ
の
法
律
の
公
布
の
日
の

い
ず
れ
か
遅
い
日

 

○
地
域
に
お
け
る
公
的
介
護
施
設
等
の
計
画
的
な
整
備
等
の
促
進
に
関
す
る
法
律
（厚
生
労
働
大
臣
に
よ
る
総
合
確
保
方
針
の
策

定
、
基
金
に
よ
る
財
政
支
援
）

 

○
医
療
法
（総
合
確
保
方
針
に
即
し
た
医
療
計
画
の
作
成
）

 

○
介
護
保
険
法
（
総
合
確
保
方
針
に
即
し
た
介
護
保
険
事
業
計
画
等
の
作
成
）
 

③
平
成
２
６
年
１
０
月
１
日

 
○
医
療
法
（病
床
機
能
報
告
制
度
の
創
設
、
在
宅
医
療
の
推
進
、
病
院
・有
床
診
療
所
等
の
役
割
、
勤
務
環
境
改
善
、
地
域
医
療
支

援
セ
ン
タ
ー
の
機
能
の
位
置
づ
け
、
社
団
た
る
医
療
法
人
と
財
団
た
る
医
療
法
人
の
合
併
）

 

○
外
国
医
師
等
が
行
う
臨
床
修
練
に
係
る
医
師
法
第
十
七
条
等
の
特
例
等
に
関
す
る
法
律
（
臨
床
教
授
等
の
創
設
）

 

○
良
質
な
医
療
を
提
供
す
る
体
制
の
確
立
を
図
る
た
め
の
医
療
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
持
分
な
し
医
療
法
人
へ
の
移
行
）
 

④
平
成
２
７
年
４
月
１
日

 
○
医
療
法
（地
域
医
療
構
想
の
策
定
と
そ
の
実
現
の
た
め
に
必
要
な
措
置
、
臨
床
研
究
中
核
病
院
）

 

○
介
護
保
険
法
（地
域
支
援
事
業
の
充
実
、
予
防
給
付
の
見
直
し
、
特
養
の
機
能
重
点
化
、
低
所
得
者
の
保
険
料
軽
減
の
強
化
、
介

護
保
険
事
業
計
画
の
見
直
し
、
サ
ー
ビ
ス
付
き
高
齢
者
向
け
住
宅
へ
の
住
所
地
特
例
の
適
用
）
 

 
※
な
お
、
地
域
支
援
事
業
の
充
実
の
う
ち
、
在
宅
医
療
・
介
護
連
携
の
推
進
、
生
活
支
援
サ
ー
ビ
ス
の
充
実
・
強
化
及
び
認
知
症
施
策
の
推
進
）
は
平
成
３
０
年
４
月
、

 

 
 

 
予
防
給
付
の
見
直
し
は
平
成
２
９
年
４
月
ま
で
に
す
べ
て
の
市
町
村
で
実
施

 

○
歯
科
衛
生
士
法
、
診
療
放
射
線
技
師
法
、
臨
床
検
査
技
師
等
に
関
す
る
法
律
（
業
務
範
囲
の
拡
大
・業
務
実
施
体
制
の
見
直
し
）

 

○
歯
科
技
工
士
法
（国
が
歯
科
技
工
士
試
験
を
実
施
） 

⑤
平
成
２
７
年
８
月
１
日

 
○
介
護
保
険
法
（一
定
以
上
の
所
得
の
あ
る
利
用
者
の
自
己
負
担
の
引
上
げ
、
補
足
給
付
の
支
給
に
資
産
等
を
勘
案
）
 

⑥
平
成
２
７
年
１
０
月
１
日

 
○
医
療
法
（医
療
事
故
の
調
査
に
係
る
仕
組
み
）

 

○
看
護
師
等
の
人
材
確
保
の
促
進
に
関
す
る
法
律
（
看
護
師
免
許
保
持
者
等
の
届
出
制
度
）

 

○
保
健
師
助
産
師
看
護
師
法
（看
護
師
の
特
定
行
為
の
研
修
制
度
）
 

⑦
平
成
２
８
年
４
月
１
日
ま
で

の
間
に
あ
っ
て
政
令
で
定

め
る
日

 

○
介
護
保
険
法
（地
域
密
着
型
通
所
介
護
の
創
設
）
 

⑧
平
成
３
０
年
４
月
１
日

 
○
介
護
保
険
法
（
居
宅
介
護
支
援
事
業
所
の
指
定
権
限
の
市
町
村
へ
の
移
譲
）
 

主
な
施
行
期
日
に
つ
い
て
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平成２６年度介護報酬改定の概要 

（介護保険サービスに関する消費税率８％への引上げ時の対応） 

 

Ⅰ．改定率について 

○ 平成 26 年度の介護報酬改定は、本年４月１日に予定されている消費税率８％引上げに伴

い、介護サービス施設・事業所に実質的な負担が生じないよう、消費税対応分を補填する必

要がある。 

このため、0.63％の介護報酬改定を行うものである。 

 

Ⅱ．介護報酬における対応 

○ 上乗せの方法としては、基本単位数への上乗せを基本としつつ、消費税負担が相当程度見

込まれる加算があれば、それらにも上乗せを行う。 

○ 具体的な算出に当たっては、「平成25 年度介護事業経営概況調査」の結果等により施設・

事業所の課税割合を適切に把握した上で、消費税率引上げに伴う影響分について必要な手当

を行う。 

○ 基本単位数への上乗せ率は、各サービスの課税割合に税率引上げ分を乗じて算出する。 

○ 加算の取扱いについては、基本単位数に対する割合で設定されている加算、福祉用具貸与

に係る加算の上乗せ対応は行わない。 

○ その他の加算のうち、課税費用の割合が大きいものについては、基本単位数への上乗せ率

と同様に課税費用に係る上乗せ対応を行う。 

また、課税費用の割合が小さいものなど、個別に上乗せ分を算出して対応することが困難

なものについては、基本単位数への上乗せに際し、これらの加算に係る消費税負担分も含めて

上乗せ対応を行う。 

Ⅲ．基準費用額、特定入所者介護サービス費（居住費・食費関係）、区分支給限度基準額 

○ 基準費用額については、平均的な費用の額等を勘案して定められるものであり、食費、居

住費の実態を調査した結果を踏まえて据え置く。 

○ 利用者の負担限度額については、入所者の所得状況等を勘案して決めていることから見直

さない。 

○ 区分支給限度基準額については、消費税引上げに伴う介護報酬への上乗せ対応を行うこと

により、従前と同量のサービスを利用しているにもかかわらず、区分支給限度基準額を超え

る利用者が新たに生じること等から、引き上げる。 

○ なお、特定福祉用具販売と住宅改修に係る支給限度基準額については、当該サービス費は

介護保険制度創設時から公定価格ではないこと等から、引き上げない。 

社保審－介護給付費分科会 
第98回（H26.1.15）  資料1-1 
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（％）

①給与費等
非課税費用
（収支差額
を含む）

②委託費等
課税費用

③減価
償却費

②、③の
合計

１　介護老人福祉施設※ 80.3 12.9 6.8 19.7

２　地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護※ 83.7 12.8 3.5 16.3

３　介護老人保健施設※ 74.8 19.9 5.2 25.2

４　介護療養型医療施設※ 71.5 25.0 3.5 28.5

５　認知症対応型共同生活介護（介護予防を含む）※ 86.5 12.6 0.9 13.5

６　訪問介護（介護予防を含む） 82.5 16.4 1.1 17.5

７　訪問入浴介護（介護予防を含む） 76.0 21.9 2.1 24.0

８　訪問看護（介護予防を含む） 83.6 15.3 1.1 16.4

９　訪問リハビリテーション（介護予防を含む） 72.9 23.6 3.5 27.1

10　通所介護（介護予防を含む）※ 75.5 20.3 4.2 24.5

11　認知症対応型通所介護（介護予防を含む）※ 79.0 16.8 4.1 21.0

12　通所リハビリテーション（介護予防を含む）※ 71.3 23.1 5.5 28.7

13　短期入所生活介護（介護予防を含む）※ 82.6 11.9 5.5 17.4

14　居宅介護支援 85.4 13.2 1.5 14.6

15　福祉用具貸与（介護予防を含む） 50.6 41.7 7.7 49.4

16　小規模多機能型居宅介護（介護予防を含む）※ 78.1 16.7 5.1 21.9

17　特定施設入居者生活介護（介護予防を含む）※ 77.4 21.3 1.3 22.6

18　地域密着型特定施設入居者生活介護※ 84.6 13.9 1.5 15.4

全　体 77.9 18.0 4.1 22.1

（注３）※を付したサービスについては、保険給付対象外の費用（建物及び建物付属設備減価償却費、給食材料費等）を
除いて算出しているため、調査結果の数値と異なる。

（注１）平成25年度介護事業経営概況調査（以下「調査」という。）の結果数値等を用いて推計。

介護保険サービスにおける費用構造推計の結果について

（注２）表に記載のないサービスについて、有効回答数が少ないこと等から類似のサービスの結果数値を用いて全体の費
用割合を推計。
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消費税率８％への引上げに合わせた 

区分支給限度基準額の見直しについて 
 

１．基本的な考え方 

○ 区分支給限度基準額については、消費税引上げに伴う介護報酬への上乗せ対応を行

うことにより、従前と同量のサービスを利用しているにもかかわらず、区分支給限度

基準額を超える利用者が新たに生じること等から、引き上げる。 

○ なお、特定福祉用具販売と住宅改修に係る支給限度基準額については、当該サービ

ス費は介護保険制度創設時から公定価格ではないこと等から、引き上げない。 

２．区分支給限度基準額の水準案 

（１） 居宅介護サービス費等区分支給限度基準額及び介護予防サービス費等区分支給限

度基準額 

要支援１   ４，９７０単位  ⇒   ５，００３単位 

要支援２  １０，４００単位  ⇒  １０，４７３単位 

要介護１  １６，５８０単位  ⇒  １６，６９２単位 

要介護２  １９，４８０単位  ⇒  １９，６１６単位 

要介護３  ２６，７５０単位  ⇒  ２６，９３１単位 

要介護４  ３０，６００単位  ⇒  ３０，８０６単位 

要介護５  ３５，８３０単位  ⇒  ３６，０６５単位 

（２） 外部サービス利用型特定施設入居者生活介護費及び外部サービス利用型介護予防

特定施設入居者生活介護費に係る限度単位数 

要支援１   ４，９７０単位  ⇒   ５，００３単位 

要支援２  １０，４００単位  ⇒  １０，４７３単位 

要介護１  １７，０２４単位  ⇒  １７，１４６単位 

要介護２  １９，０９１単位  ⇒  １９，２１３単位 

要介護３  ２１，２８０単位  ⇒  ２１，４３２単位 

要介護４  ２３，３４７単位  ⇒  ２３，４９９単位 

要介護５  ２５，４７５単位  ⇒  ２５，６５８単位 

社保審－介護給付費分科会 
第 98 回（H26.1.15）  資料 1-4 
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１ 高齢者虐待とは 

高齢者虐待の内容 

 ①養護者による高齢者虐待 

  高齢者を現に養護する者（家族や親族など）による虐待 

 ②養介護施設従事者による高齢者虐待 

  老人福祉法および介護保険法に規定する下表の施設または介護事業の業務に従

事する職員による虐待 

   養介護施設 養介護事業 

老人福祉法 

特別養護老人ホーム 

養護老人ホーム 

軽費老人ホーム 

有料老人ホーム 

老人居宅生活支援事業 

介護保険法 

介護老人福祉施設 

介護老人保健施設 

介護療養型医療施設 

地域密着型介護老人福祉施設 

地域包括支援センター 

居宅サービス事業 

地域密着型サービス事業 

居宅介護支援事業 

介護予防サービス事業 

地域密着型介護予防サービス事業 

介護予防支援事業 

 

高齢者虐待の分類 

 ○身体的虐待 

  高齢者の身体に外傷が生じ、または生じる恐れのある暴力を加えること 

（例：殴る、蹴る、無理やり食事を口に入れる、身体拘束・抑制をする、意図的に

薬を過剰に与える など） 

 ○介護・世話の放棄・放任（ネグレクト） 

  高齢者を衰弱させるような著しい減食、長時間の放置、他の者による虐待行為の

放置など、養護を著しく怠ること 

（例：食事や水分を与えない、入浴しておらず異臭がする、劣悪な環境の中で放置

する、必要な介護サービスや医療を理由なく制限する など） 

○心理的虐待 

  高齢者に対する著しい暴言または著しく拒絶的な対応、その他高齢者に著しい心

理的外傷を与える言動を行うこと 

（例：ののしる、侮辱を込めて子供のように扱う、意図的に無視する など） 

○性的虐待 

  高齢者にわいせつな行為をすること。高齢者にわいせつな行為をさせること。 

（例：排せつの失敗の罰として下半身を裸にして放置する など） 

 

高齢者虐待防止について 
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○経済的虐待 

 高齢者の財産を不当に処分すること。その他高齢者から不当に財産上の利益を得

ること。 

（例：必要な金銭を渡さない、年金や預貯金を本人の意思・利益に反して使用する 

など） 

高齢者虐待件数等の状況 

○ 高齢者への虐待に関する通報・相談件数および虐待と認められた件数は次のと

おりであり、平成２４年度は養介護施設従事者等による虐待が発生しています。 

区分 
虐待と判断された件数 

2３年度 2４年度 

養護者 1９３件 1４４件 

養介護施設従事者等 ０件 ３件 

 

養介護施設の設置者または養介護事業を行う者の義務 

○ 養介護施設や養介護事業を行う者は、高齢者虐待を発見しやすい立場にあるこ

とを自覚し、高齢者虐待の早期発見に努めなければなりません。 

○ 養介護施設の設置者または養介護事業を行う者は、次の措置を講じなければな

りません。 

  ①養介護施設従事者等の研修の実施 

  ②養介護施設への入所者、養介護施設の利用者または養介護事業にかかるサー

ビスの提供を受ける高齢者およびその家族からの苦情処理の体制整備 

  ③その他の養介護施設従事者等による高齢者虐待の防止等 

 

養介護施設従事者等の義務等 

○ 養介護施設従事者等は、高齢者虐待を発見しやすい立場にあることを自覚し、

高齢者虐待の早期発見に努めなければなりません。 

○ 養介護施設従事者等は、高齢者の人格を尊重した処遇を行わなければいけない

ことはもちろんのこと、就業している養介護施設内や養介護事業において、養

介護施設従事者等による虐待を受けたと思われる高齢者を発見した場合は、速

やかに市町に通報をしなければなりません。 

○ また、養護者または養介護施設従事者等による虐待を受けたと思われる高齢者

を発見し、高齢者の生命または身体に重大な危険が生じている場合は、速やか

に市町に通報をしなければなりません。 

○ このほか、養護者または養介護施設従事者等による虐待を受けたと思われる高

齢者を発見した場合は、速やかに市町に通報するよう努めなければなりません。 

○ なお、養介護施設従事者等は、市町に通報をしたことを理由として、「解雇そ

の他不利益な取扱を受けない」と規定されています。 
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養介護施設従事者による高齢者虐待への対応 

○ 高齢者虐待について通報があった場合は、市町が虐待の事実確認を行います。

県が市町と協力して事実確認を行うこともあります。 

○ 高齢者虐待の防止と虐待を受けた高齢者の保護のため、市町や県は、法令に規

定された権限を行使します。（監査・指導の実施。従わない場合は、行政処分も

あり。） 

 

 

２ 身体拘束の廃止 

  介護保険法では、身体拘束は原則禁止されています。（基準条例でも禁止につい

て明記されています。） 

  高齢者虐待の対応では、身体拘束実施の３要件を満たさない身体拘束は「高齢者

虐待」として対応します。 

 

身体拘束となる具体的な行為の例 

・徘徊しないよう車イスやイス、ベッドに身体をヒモなどでしばる。 

・転落しないよう、ベッドに身体をヒモなどでしばる。 

・自分で降りられないよう、ベッドを柵（サイドレール）で囲む。 

・点滴、経管栄養などのチューブを抜かないよう、四肢をヒモなどでしばる。 

・点滴、経管栄養などのチューブを抜かないよう、または皮膚をかきむしらないよ

う手や指の機能を制限するミトン型の手袋などをつける。 

・車イスやイスから落ちたり、立ち上がったりしないよう、Ｙ字拘束帯、腰ベルト

などをつける。 

・立ち上がる能力のある人の立ち上がりを妨げるようなイスを使用する。 

・脱衣やおむつはずしを制限するため、つなぎ服を着せる。 

・他人への迷惑行為を防ぐため、ベッドなどに身体をヒモなどでしばる。 

・行動を落ち着かせるため、向精神薬を過剰に服用させる。 

・自分の意思で開けることのできない居室などに隔離する。 

 ※上記行為は身体拘束禁止の対象となる行為の例であり、どういった行為が身体拘

束禁止の対象となるかは、実施行為の中身と目的が問題となります。 

  

 

緊急やむを得ない場合の身体拘束実施 

・ケアの工夫だけでは十分に対処できない一時的に発生する突発的事態のみに限定。 

・安易に緊急やむを得ないものとして身体拘束することはできない。慎重な判断が必

要。 

 

（身体拘束実施の３要件） 

  切迫性、非代替性、一時性 ～これら３要件すべてを満たすこと 
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（３要件内容） 

切迫性 ・利用者本人または他の利用者などの生命または身体が危険に

さらされる可能性が著しく高いこと。 

※身体拘束を行うことで本人の日常生活に与える悪影響を勘案、それで

もなお身体拘束を行うことが必要となる程度まで、利用者本人などの

生命または身体が危険にさらされる可能性が高いか否かを確認した

か。 

非代替性 ・身体拘束その他の行動制限を行う以外に代替する介護方法が

ないこと。 

※複数のスタッフで確認をしたか。拘束方法は、本人の状態像などに応

じて最も制限の少ない方法を検討したか。 

一時性 ・身体拘束その他の行動制限が一時的なものであること。 

※身体拘束その他の行動制限が、本人の状態像などに応じて必要とされ

る最も短い拘束時間を想定したか。 

 

 

○身体拘束廃止委員会などの組織で、上記 3 要件すべてを満たす状態であることを検

討し、記録することが必要。（担当スタッフで決めるものではない。施設全体として

判断。） 

○利用者本人や家族に、身体拘束の内容、目的、理由、拘束の時間、時間帯、期間な

どをできる限り詳細に説明し、理解を得る。（施設の責任で実施。）また、事前に説

明し理解を得ていても、身体拘束を行う時点で、必ず個別に説明のこと。 

○緊急やむを得ない場合に該当するか否か常に観察、再検討。必要なくなれば、直ち

に解除。 

○身体拘束を実施する場合、その態様や時間、その際の利用者の心身の状態、緊急や

むを得なかった理由を記録することが必要。（日々の心身の状態などの観察。拘束の

必要性や方法の再検討を行うごとに、逐次記録を加える。その情報は、スタッフ間

や施設内などで共有できるようにすること。この記録は施設で確実に保存。） 

 

３ 苦情処理体制の整備 

  養介護施設・養介護事業者では、苦情相談窓口を開設するなど、苦情処理のため

に必要な措置を講ずべきことが基準条例等に規定されているとともに、高齢者虐待

防止法においては、養介護施設・養介護事業者に対してサービスを利用している高

齢者やその家族からの苦情を処理する体制を整備することが規定されています。 

  苦情の受付やその処理体制については、サービスの質を向上させるため、利用者

等に継続して相談窓口の周知を図り、苦情処理のための取組を効果的なものとして

いくことも大切です。 
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高齢者権利擁護 内部研修用参考資料 

 

○福井県長寿福祉課ホームページ「高齢者虐待防止について」 

→ http://www.pref.fukui.lg.jp/doc/kourei/gyakutaibousi.html 

 トップ ＞ 健康づくり・福祉 ＞ 介護・高齢者 ＞ 高齢者虐待防止について 

  

○認知症介護情報ネットワーク（ＤＣネット） 

平成 20 年度研究報告書「介護現場のための高齢者虐待防止教育システム」 

→ http://www.dcnet.gr.jp/support/research/center/list.html?center=3 

トップ > 学習支援情報 >研究報告書 > センター研究報告書 > 仙台センター > 平成 20 年度 

 

○神奈川県 資料 「施設職員のための高齢者虐待防止の手引き」 

→ http://www.pref.kanagawa.jp/cnt/f3673/ 

ホーム > 健康・福祉・子育て > 介護・高齢者 > 高齢者の虐待防止 > 高齢者虐待防止のために 

 

○厚生労働省資料 身体拘束ゼロへの手引き 

 → 

http://wwwcms.pref.fukushima.jp/download/1/koureif_sisetsu_kousokutebiki.pdf 

 

 

福井県高齢者専門相談窓口（平成２5 年度） 

【嶺北】 

 福井市光陽２丁目３－２２ 福井県社会福祉センター（１階） 

 TEL ０７７６－２５－０２９４              

相談内容 相談員 日 時 

法律相談（要予約） 弁護士 
第１・３・５水曜日（5 月・7 月・10 月）１３時～１６時 

第１・３・４水曜日（  上記以外  ）   〃 

認知症・介護相談 認知症介護経験者 第２火曜日   １３時～１６時 

税金相談 税理士 第２水曜日（8 月・1 月を除く） １３時～１６時 

年金相談 社会保険労務士 第４水曜日（6 月・12 月を除く）１３時～１６時 

 

【嶺南】 

 小浜市小浜白鬚１１２ 白鬚再開発ビル（３階） 

 TEL ０７７０－５２－７８３３                

相談内容 相談員 日 時 

法律相談（要予約） 弁護士 第３木曜日 １３時～１６時 
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【サービス全般】 

・運営規程および重要事項説明書の内容と実状が一致していない（職員体制、利用料等）。 

・運営規程および契約書等に規定するサービス提供記録の保存期間が「完結の日から５年間」 

に修正されていない。（居宅介護支援事業所以外） 

・従業者の日々の勤務時間、常勤・非常勤の別、兼務関係を明確にした月ごとの勤務表が作

成されていない。 

・従業者または従業者であった者が正当な理由なくその業務上知り得た利用者またはその家

族の秘密を漏らすことがないよう、すべての従業者から誓約書をとる等の措置が講じられ

ていない。 

・居宅介護支援事業者から最新の居宅サービス計画を受け取っていない。 

・介護サービス提供中に利用者が負傷し、医療機関を受診した場合の市町等への事故報告が

行われていない。 

・苦情処理の仕組みとして第三者委員が設置されていない。 

・利用者の人権の擁護、虐待の防止等のための必要な体制の整備や研修の実施等が行われて

いない。 

・消火器の前や避難経路に物が置かれており、消火器の使用や避難に支障がある。 

 

 

【訪問介護】 

・訪問介護計画について、担当する訪問介護員等の氏名、提供するサービスの具体的内容、

所要時間、日程等が明らかにされていない。 

・提供したサービスについて、目標達成の度合いや利用者およびその家族の満足度等につい

ての評価が行われていない。 

・中山間地域等に居住している利用者に対して通常の事業の実施地域を越えて訪問介護を行

う場合の交通費について、運営規程および重要事項説明書に、交通費実費の支払いを受け

る旨の規定がある。 

 

【訪問看護】 

・サービス提供体制強化加算について、従業者ごとに個別具体的な研修の目標、内容、研修

期間、実施時期等を定めた研修計画が作成されていない。 

 

【通所介護】 

・必要な職種が必要な時間配置されていない日がある（生活相談員、看護職員、介護職員）。 

・利用定員を超えてサービスの提供を行っている日がある。 

・サービス提供の記録について、入浴の有無等の記入ミスにより請求日数と合わないケース

がある。また、サービス提供の開始時刻および終了時刻の記録がない。 

・通所介護計画に従ったサービスの実施状況および目標の達成状況等についての評価が行わ

れていない。 

実地指導における主な指摘・指導事項 
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・延長サービスを提供している場合、営業時間（サービス提供時間）とは別に、延長時間を運営

規程に記載する必要があるが、記載されていない。 

〔個別機能訓練加算〕 

・多職種が共同して個別機能訓練計画が作成されていることが確認できない。また、計画お

よび実施記録に実施時間の記載がない。 

・３か月ごとに１回以上、利用者または家族に対して、計画の内容や評価の説明が行われて

いない。 

・個別機能訓練加算（Ⅱ）に係る機能訓練が、日常生活における生活機能の維持・向上に関

する目標となっておらず、身体機能そのものの回復が主たる目的となっている。 

〔生活機能向上グループ活動加算〕 

・日常生活に直結した活動項目が複数設定されていない。グループ活動になっていない。 

・概ね３か月程度で達成可能な到達目標および段階的に目標を達成するための概ね１か月程

度で達成可能な短期目標が設定されておらず、それぞれの目標期間に応じたモニタリング

も行われていない。 

〔運動器機能向上加算〕 

・多職種が共同して運動器機能向上計画が作成されていることが確認できない。また、計画

に実施時間の記載がない。 

・利用者ごとのニーズを実現するための概ね３か月程度で達成可能な長期目標および長期目

標を達成するための概ね１か月程度で達成可能な短期目標が設定されておらず、それぞれ

の目標期間に応じたモニタリングも行われていない。 

 

【福祉用具貸与・特定福祉用具販売】 

・福祉用具の保管・消毒を他の事業者に委託している場合に、当該事業者の業務の実施状況

について定期的に確認し記録していない。 

 

【居宅介護支援】 

・居宅サービス計画を作成した際に担当者に交付していない。 

・居宅サービス計画書の期間の設定が不適切である（長期目標と短期目標の期間が同じ、サ

ービスの期間が短期目標ではなく長期目標の期間と同じ、認定の有効期間を超えた目標期

間など）。 

・居宅サービス計画に医療サービスを位置付ける場合に、主治医の意見等を求めていない。 

・居宅サービス計画に福祉用具貸与または販売を位置付ける場合に、サービス担当者会議の

開催によるその必要性の検討が行われていない。また、計画に福祉用具貸与等が必要な理

由が記載されていない。 

・特定事業所集中減算の算定書が作成されていない。また、紹介率最高法人の名称等必要事

項が記載されていない。 

・各種加算について、確認結果や情報提供の内容等が居宅介護支援経過に記録されていない。 
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【介護保険施設サービス共通】 

〔栄養マネジメント加算〕 

・入所時に加算算定の同意をもらうことにより、入所日から加算を算定しているケースがあ

るが、本加算は栄養ケア計画を作成し、同意を得られた日から算定するものである。 

・概ね３か月を目途とした栄養ケア計画の見直しが行われていない。 

 

〔感染症対策・事故発生防止〕 

・「感染症および食中毒の予防およびまん延の防止のための指針」および「事故発生の防止

のための指針」に盛り込むべき項目が盛り込まれていない。 

 （平常時の対応および発生時の対応、介護事故等発生時の対応に関する基本方針等） 

・「感染対策委員会」および「事故防止検討委員会」の構成メンバーの責務および役割分担

が明確になっていない。 

・感染対策委員会が３か月に１回以上開催されていない。 

 

〔その他〕 

・施設サービス計画書の期間の設定が不適切である（長期目標と短期目標の期間が同じ、短

期目標の再設定が行われていない、認定の有効期間を超えた目標期間となっているなど）。 

・緊急やむを得ず身体拘束を行う場合に拘束の時間帯や解除の予定時期が設定されていない。 

・外部に委託している理美容等の業務について、委託契約を締結していない。 

・夜勤者とは別に宿直者が配置されていない（特養のみ）。 

 

【短期入所生活介護・療養介護】 

〔送迎加算〕 

・送迎を行った際の記録がない。 
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【居宅サービス共通】 

 勤務形態一覧表の記載について  

 勤務形態一覧表の提出にあたり、勤務時間数のみが記載されており、職種ごとの勤務時間帯が

確認できないといった事例が見受けられました。 

 

 各サービスにおける人員配置基準等が満たされていることが確認できるよう、「従業者の勤務

の体制および勤務体制一覧表（別紙７）」に記載されている備考を参考のうえ、サービスごとに

常勤・非常勤の別、職種ごとの勤務時間帯等が分かるよう勤務表に記載いただき、必要に応じて

併設事業所の勤務表を添付したうえでご提出願います。 

 
【訪問介護】 

 ２級ヘルパーのサービス提供責任者を配置する事業所の減算について  

  厚生労働省の介護報酬に関する留意事項通知（老企第３６号）により、暦月で１日以上２級

ヘルパー（介護職員初任者研修修了者を含む）のサービス提供責任者を配置している場合、翌月

から減算となります。 

 

 ２級ヘルパーのサービス提供責任者を新たに配置する事業所は、必ず「介護給付費算定に係る

体制等に関する届出書」を前月の１５日までに提出してください。減算対象であるにもかかわら

ず、届出をせず減算しなかった場合は、報酬基準違反となりますので、適切な取扱いをお願いし

ます。 

 

  ただし、２級ヘルパーのサービス提供責任者が月の途中に介護福祉士（試験合格者含む）ま

たは実務研修修了者になると、翌月から減算は適用されないので、その場合にも「介護給付費

算定に係る体制等に関する届出書」を提出してください。 

 

居宅サービス事業に関する留意事項 
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【通所介護・通所リハビリテーション共通】 

 施設等の区分について  

指定通所介護事業所および指定通所リハビリテーション事業所の事業所規模については、前年

度（４月～２月）の１月当たりの平均利用延人員数に基づいて算定することとなっています。現

在届け出ている事業所規模が変更になる場合は、３月１５日までに県（長寿福祉課）への届出が

必要です。 

 

〇算定区分の確認 

 別紙を参考に算定区分を確認してください。 

※指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び

福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実

施上の留意事項について【平成１２年３月１日老企第３６号厚生労働省老人保健福祉局企画課長通知】 

  第２の７ 通所介護費 （４）事業所規模による区分の取扱い 

 第２の８ 通所リハビリテーション費 （６）平均利用延人員の取扱い 

〇提出書類（事業所規模について変更がある場合） 

 １ 介護給付費算定に係る体制等に関する届出書（別紙２） 

 ２ 介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（別紙１） 

 

☆様式については、長寿福祉課ホームページよりダウンロードしてください。 

県庁ホームページ⇒医療・福祉⇒介護・高齢者⇒介護事業者向け情報⇒福井県長寿福祉課 指定申請書・変

更届出書等様式ダウンロードのページ⇒５．介護給付費算定に係る体制等に関する届出書（介護報酬） 

             

※事業所規模について変更がない場合は、提出は不要です。 

※運営規定の変更を伴う場合は、併せて変更届出をお願いします。 
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通所介護・通所リハビリテーションの算定区分確認表（平成２６年度版） 

 

 

・事業の新規開始または再開してから３月３１日現在で６か月以上の事業所は①により計算すること。 

・上記以外の事業所（前年度の実績（毎年度の４月から２月まで）が６月に満たない事業者、又は年度が

変わる際に定員を２５％以上変更する事業所を含む。）は②により計算すること。 

・年度途中で定員や営業日等の変更があった場合でも、期間は新規開始または再開からとする。 

●再計算した結果、事業所規模の区分が変わる場合は、平成２６年３月１５日（金）までに区分変更の届

出を行うこと。 

①６か月以上の事業所 

→月ごとに前年度の利用延人員数を算定し合計した数を、営業月数で割って月平均を算定する。 

    平均利用延人員（ｂ）＝前年度の月ごとの利用延員人員の合計÷営業月数 

 通所介護 通所リハビリテーション 

規
模
に
よ
る 

区
分 

（ｂ） ≦３００人・・・小規模 

（ｂ） ≦７５０人・・・通常規模 

（b） ≦９００人・・・大規模（Ⅰ）、 

（b） ＞９００人・・・大規模（Ⅱ） 

（ｂ） ≦７５０人・・・通常規模 

（b） ≦９００人・・・大規模（Ⅰ） 

（b） ＞９００人・・・大規模（Ⅱ） 

算
定
に
係
る
注
意
事
項 

●平均利用延人員数の計算に当たっては、報酬算定毎の利用者数に以下の割合乗じて得た数とする。 

・３時間以上５時間未満（２時間以上３時間未

満含む。）⇒２分の１ 

・５時間以上７時間未満 ⇒４分の３ 

 

・１時間以上２時間未満 ⇒４分の１ 

・２時間以上３時間未満及び３時間以上４時間未

満 ⇒２分の１ 

・４時間以上６時間未満 ⇒４分の３ 

●一体的に実施している介護予防事業所の利用者の計算に当たっては、酬算定毎の利用者数に以下の

割合乗じて得た数とする。 

・５時間未満 ⇒２分の１ 

・５時間以上７時間未満 ⇒４分の３ 

 

・２時間未満 ⇒4分の１ 

・２時間以上４時間未満 ⇒２分の１ 

・４時間以上６時間未満 ⇒４分の３ 

※ただし、介護予防事業所の利用者については、同時にサービスの提供を受けた者の最大数を営業日

ごとに加えていく方法によって計算しても差し支えない。 

 ●毎日事業を実施している事業所（正月等の特別な期間を除く。）については、一週当たりの利用延

人員 

数に６／７を乗じた数を合算したものにより、月当たりの平均利用者数を計算する。 

●同一事業所で２単位以上のサービスを提供する場合、実績規模別の報酬に関する利用者の計算は、

す
べての単位を合算で行う。 

②上記以外の事業所 

  前年度の実績（毎年度の４月から２月まで）が６月に満たない事業者（新規・再開含む）、 

  または年度が変わる際に定員を概ね２５％以上変更する事業所 

→利用定員の９０％に、予定される１月当たりの営業日数を乗じて得た数で算定する。 

��    運営規程に掲げる定員×９０％×当該年度の月の平均営業日数 

毎年度３月３１日時点で事業を実施している事業者であって、４月以降も引き続き事業

を実施している場合は、以下により再計算を行う。 

【別紙】 

27



 

 

 サービス提供体制強化加算について  

○ 職員の割合の算出に当たっては、常勤換算方法で算出した前年度（３月を除く）の平均を用いる。 

 ※ 前年度の実績が６月未満の場合（新規開設、再開を含む）、常勤換算方法で算出した、届出日の属する月

の前３月の平均を用いる（この場合、届出を行った月以降において、直近３月の職員の割合が所定の割合を

下回った場合、直ちに算定取下の届出を行うこと） 

○ 次のいずれかに該当する場合に算定。 

① 加算(Ⅰ) 当該通所介護（通所リハビリテーション）事業所の介護職員の総数の内、介護福祉士の占める割

合が４０％以上であること。  

② 加算(Ⅱ) 当該通所介護（通所リハビリテーション）事業所の通所介護（通所リハビリテーション）を利用

者に直接提供する職員（※）の総数の内、勤続年数３年以上の者の占める割合が３０％以上であ

ること。  

③ 加算(Ⅲ) 当該療養通所介護事業所の療養通所介護を利用者に直接提供する職員の内、勤続年数３年以上の

者の占める割合が３０％以上であること。  

※ 通所介護…生活相談員、看護職員、介護職員または機能訓練指導員 

  通所リハビリテーション…理学療法士等、看護職員または介護職員（１時間以上２時間未満の単位を算定す

る場合、柔道整復師またはあん摩マッサージ指圧師を含む） 

○ 定員超過利用、人員基準欠如に該当している場合は算定できない。 

○ 介護予防通所サービスにおいて、月途中に要支援度に変更があった場合（要支援１⇒要支援２または要支援

２⇒要支援１となった場合）、月末時点における要支援度に応じた単位数を算定。（ただし、要支援度変更後

にサービス利用の実績がない場合は、変更前の要支援度に応じた報酬を算定する。） 

※ 介護予防通所サービスにおいて、利用者の要支援度が月途中に変更した場合は、下記Ｑ＆Ａではなく、「平

成２４年３月１６日 介護保険事務処理システム変更に係る参考資料」の「別紙４ 月額包括報酬の日割り請

求にかかる適用について」における「日割り計算用サービスコードがない加算」の取り扱いが適用されます。

（厚生労働省老人保健課確認事項） 

（こちらでは扱わない）平成２１年４月改定関係Ｑ＆Ａ Ｖｏｌ．１ 

（問９） 予防通所リハ及び予防通所介護を利用する者において、月途中に要支援度の変更があった場合、

サービス提供強化加算の算定はどの様にするべきか。 

（答） 月途中に要支援度が変更した場合は、変更前の要支援度に応じた報酬を算定する。 

   ただし、変更となる前（後）のサービス利用の実績がない場合にあっては、変更となった後（前）

の要支援度に応じた報酬を算定する。 

 

（こちらで取り扱う）「平成２４年３月１６日 介護保険事務処理システム変更に係る参考資料」 

『別紙４ 月額包括報酬の日割り請求にかかる適用について』（一部抜粋） 

月額報酬対象サービス 月途中の事由 起算日※２ 

居宅介護支援費 

介護予防支援費 

日割り計算用サービス

コードがない加算 

－ 

・日割りは行わない。 

・月の途中で、事業者の変更がある場合は、変更後の事業

者のみ加算の算定を可能とする。（※１） 

・月の途中で、要介護度に変更がある場合は、月末におけ

る要介護度に応じた報酬を算定するものとする。 

－ 
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【通所介護】 

 通所介護における人員配置について  

 通所介護事業所においては、次に示す人員配置基準を順守のうえ、適切な運営をお願いします。 

 

○ 提供日ごとに配置される生活相談員または介護職員（利用定員（当該事業所において同時に指定通所介護の

提供を受けることができる利用者の数の上限）が１０人以下の場合、「生活相談員、看護職員または介護職員」

と読み替え。）のうち１人以上は常勤の職員であること。 

○ 通所系サービスにおける「専ら従事する」、「専ら提供する」については、勤務表に従って、提供時間帯の

途中で同一職種の別の職員と交代する場合、提供時間帯を通じて別の職務に従事しないことをもって足りる。 

○ 通所系サービスにおける人員配置基準を満たすための勤務延時間数には休憩時間を含めてもよい。 

 管理者  

○ 常勤の職員である管理者が配置されていること。 

○ 原則、当該通所介護事業所の管理業務に専従している必要があるが、次の場合で、管理業務に支障がない場

合は兼務が可能。 

 ・ 当該指定通所介護事業所の他職との兼務 

 ・ 同一敷地内にある他の事業所、施設等の職務との兼務 

   （但し、管理すべき事業所数が過剰であると個別に判断される場合や、併設入所施設の看護・介護職員と

兼務する場合等は、管理業務に支障があると考えられる。）  

 生活相談員  

○ 提供日ごとに、「サービス提供時間内（サービス提供開始時刻から終了時刻まで。サービスが提供されてい

ない時間帯を除く。）における生活相談員（専従に限る。）の勤務延時間数」÷「サービス提供時間数」≧１

となっていること。 

○ サービス担当者会議に出席するための時間については勤務延時間数に含めてもよい。 

○ 社会福祉主事任用資格（社会福祉主事（三科目履修主事含む。）、社会福祉士、精神保健福祉士）または介

護福祉士（（介護予防）通所介護のみ）のいずれかの資格を有する者であること。 

○ 地域密着型特別養護老人ホームに併設している場合であって、当該施設の生活相談員により当該通所介護利

用者の処遇が適切に行われる場合、置かないことができる。 

 看護職員（看護師または准看護師）  

○ 利用定員が１０人以下の場合 

 ・ 提供日ごと、単位ごとに看護職員または介護職員が必要数（平均提供時間数）配置されていること。（看

護職員は必置ではない。） 

○ 利用定員が１０人を超える場合 

 ・ 提供日ごと、単位ごとに、専ら通所介護サービスの提供に当たる看護職員が１名以上確保されること。 

 ・ 提供時間を通じて専従する必要はないが、提供時間帯を通じて事業所と密接かつ適切な連携を図ること。 

○ 看護職員が個別機能訓練加算に係る機能訓練指導員として専従している時間は、看護職員としての勤務時間

に含めない。 
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【例１】 （午前） （午後）
看護① 看護職員 機能訓練指導員

【例２】 （午前） （午後）
看護① 看護職員 帰宅

【例３】 （午前） （午後）
看護① 看護職員

看護② 看護職員

【例４】 （午前） （午後）
看護①

【例５】 （午前） （午後）
看護① 通所介護の看護職員

併設事業の看護職員

【例６】 （午前） （午後）
看護①

機能訓練指導員

通所介護において看護職員の配置がない→不適
併設事業の看護職員

看護職員が配置され、かつ提供時間を通じて密接かつ適切に連
携が取れている→適

午後連携の取れる看護職員がいない→不適

サービス提供時間を通じて専従の看護職員が配置されている→
適

看護職員が個別機能訓練加算Ⅰにおける常勤専従の機能訓練
指導員としてのみ配置されている（看護職員の配置がない）→不
適

通所介護において看護職員が配置され、かつ提供時間を通じて密接かつ適
切に連携が取れている→適（ただし訪問看護職員等、密接かつ適切な連携
が取れない場合は不適）

 ※ 【例５】の場合、併設事業所（特に入所施設サービスおよび地域密着型サービス）の人員配置基準等に  

  違反がないよう注意すること。 

 ※ 看護職員の配置基準となる「利用定員」とは、当該通所介護事業所において同時に指定通所介護の提供を

受けることができる利用者の数の上限となるため、次のような場合であっても提供日ごとに看護職員が必要

になる。 

  【例Ａ】 利用定員が１５人の事業所において、ある日の利用者数が１０人の場合 

  【例Ｂ】 ある事業所において、月曜日から金曜日の定員を１５人、土曜日の定員を１０人とする場合（利

用定員の上限は１５人） 

  【例Ｃ】 ある事業所において、同一時間帯に、１階部分（定員１０人）と２階部分（定員１０人）の２単

位でサービスを提供する場合（利用定員の上限は２０人） 

 介護職員  

○ 提供日ごと、単位ごとに、次の計算式に該当していること。 

 ・ 利用者数（提供日ごとにおける利用者の延人数）が  

   １５人まで …「サービス提供時間内における介護職員の勤務延時間数（専従時間に限る。）」÷「平均提

供時間数（「提供日ごとにおける利用者ごとの提供時間数の合計」÷「利用者数」）」≧１ 

   １６人以上 …「サービス提供時間内における介護職員の勤務延時間数（専従時間に限る。）」÷「（（利用

者数－１５）÷５＋１）×平均提供時間数」≧１   

  （例）利用者数が１８人、提供時間数が５時間の場合、（１８－１５）÷５＋１＝１．６となり、５時間

×１．６＝８時間の延勤務時間数分の配置が必要 

○ サービス提供時間中（開始時刻から終了時刻まで）、単位ごとに、常時１人以上従事させること。 
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 機能訓練指導員  

○ 利用定員等にかかわらず１人以上配置されていること。 

○ 理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員（看護師または准看護師）、柔道整復師またはあん摩マッ

サージ指圧師のいずれかの資格を有する者であること。 

○ 地域密着型特別養護老人ホームに併設している場合であって、当該施設の機能訓練指導員により当該通所介

護の利用者の処遇が適切に行われる場合、置かないことができる。 

 

 人員基準欠如または定員超過時における減算について  

 １月単位で看護職員（利用定員１０人以下の場合を除く。）・介護職員が必要数配置されていな

い場合、または定員を超過して利用者を受け入れている場合、全利用者の報酬額が減算されます。 

 

 減算基準に該当した場合は必ず「介護給付費算定に係る体制等に関する届出書」を直ちに提出

してください。減算対象であるにもかかわらず、届出をせず減算しなかった場合は、報酬基準違

反となりますので、適切な取扱いをお願いします。 

 

 なお、減算とならない場合であっても、著しい人員基準欠如（看護職員・介護職員以外の職種

も含む。）または定員超過が継続する場合は行政指導・処分の対象となります。 

 

 人員基準欠如による減算  

○ 減算は、１月単位で見た人員欠如に適用され、翌月から解消されるに至った月までの全利用者の報酬額が

100 分の70 で算定される（通所介護、介護予防通所介護とも）。 

○ ただし、人員基準欠如について、１割の範囲内で減少した場合には、その翌々月から解消されるに至った月

までの全利用者の報酬額が減算となる。（翌月の末日において人員基準を満たすに至っている場合を除く） 

※ １割を超えて減少した場合は翌月から減算 

  ・ （看護職員の算定式） 

サービス提供日に配置された延べ人数 
 ＜ 0.9 

サービス提供日数 

  ・ （介護職員の算定式） 

当該月に配置された職員の勤務延べ時間数 
 ＜ 0.9 

当該月に配置すべき職員の勤務延べ時間数 

※ １割の範囲内で減少した場合は翌々月から減算 

  （翌月の末日において人員基準を満たすに至っている場合を除く） 

  ・ （看護職員の算定式） 

0.9 

≦  

サービス提供日に配置された延べ人数 
 ＜ 1 

サービス提供日数 

  ・ （介護職員の算定式） 

0.9 

≦  

当該月に配置された職員の勤務延べ時間数 
 ＜ 1 

当該月に配置すべき職員の勤務延べ時間数 
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 定員超過による減算  

○ 減算は、１月間（歴月）の利用者数の平均が、県に提出した運営規程に定める利用定員を超過した場合に適

用され、翌月から解消されるに至った月までの全利用者の報酬額が100 分の70 で算定される（通所介護、

介護予防通所介護とも）。 

 ※ ここでいう『月平均の利用者数』とは、「当該月における、『サービス提供日ごとの、同時にサービスの

提供を受けた者の最大数（延利用者数ではない）』の合計」÷「当該月のサービス提供日数」で算出した数

をいう。 

○ ただし災害、虐待等による受入れによる、やむを得ない定員超過については、やむを得ない事情が継続する

限りは減算の対象とならない。 

 

 通所介護における外出について  

 指定通所介護においては事業所内でサービスを提供することが原則となりますが、次の条件を

満たす場合に限り、屋外でのサービス提供が可能となります。 

ａ あらかじめ通所介護計画に位置付けられていること。  

ｂ 効果的な機能訓練等のサービスが提供できること。 

 

 上記の条件を満たさない単なる行楽目的など、ケアプラン上位置付けようのない行事に該当す

る場合は、通所介護サービスの範囲外となります。 

 

 自主事業等での宿泊サービスについて  

 県と市町で実施している「在宅介護ほっとひといき支援事業」や、一部の指定通所介護事業所

が自主事業として提供している宿泊サービスについて、夜間の職員体制を確保するとともに、利

用者の安全確保のため事故防止対策、防火対策、緊急時の対応について徹底してください。 

 

 特に防火対策について、消防法施行令の改正により、平成２７年度以降（既存事業所は平成３

０年度以降）、通所介護事業所等において宿泊サービスを提供する場合、自動火災報知設備の設

置が義務付けられます。また、主として要介護度３以上の利用者を宿泊させる場合、消防機関へ

通報する火災報知設備およびスプリンクラーの設置が義務付けられることが見込まれています。 

 

 また、通所介護事業所等で行われる宿泊サービスについては、平成２７年度の制度改正の際、

県への届出制になることが国の方で議論されております。 

 

 なお、「在宅介護ほっとひといき支援事業」は、緊急・一時的な宿泊サービスを対象とするも

のであり、長期間の宿泊利用は対象としていないことに留意してください。 

 

  また、当事業以外の自主事業による夜間の宿泊サービスの提供についても、適切な人員体制

の確保など、利用者の安全に配慮したサービスの提供を行ってください。 
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【福祉用具】 

消費税率の引上げに伴う福祉用具の価格の変更について  

 ２６年４月１日からの消費税率引き上げにともなう、課税対象となる福祉用具貸与価格、販売

価格への消費税の適正な転嫁につきましては、１月２３日付け事務連絡にて周知したところです

が、あらためまして通知内容に留意いただき、適切に対応されますようお願いします。 

 なお、従前より、福祉用具の貸与価格や販売価格に変更があった場合は県へ所定の様式により

変更届を提出いただいておりますが、消費税引上げに伴う価格の変更につきましても同様に御提

出ください。 

 

【その他】 

バリアフリー化補助制度（住まい環境整備支援事業）の活用について  

 県では、高齢者が住み慣れた自宅で安心して暮らし続けることができるよう、各市町の御協力

のもと、バリアフリー化等の改修工事に対する助成制度「住まい環境整備支援事業」を実施して

おります。（詳細別紙のとおり） 

 （対象者） 原則として要介護３以上の高齢者 

       要介護１～２で車いすを使用する高齢者 

 （助成額） 上限８０万円（自己負担分１割を除く） 

 

 各事業所におかれましては、利用者に対し本事業の積極的な周知をお願いします。 

 また、別紙ご自宅チェック表をご活用いただき、該当項目がある場合は、本事業の助成対象と

なる場合がありますので、相談されるよう併せて周知をお願いします。 
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【居宅介護支援】 
 

特定事業所集中減算について 

 すべての居宅介護支援事業所は、毎年度２回、「訪問介護」、「通所介護」、「福祉用具貸与」に

係る紹介率最高法人の名称等について記載した書類を作成し、算定の結果９０％を超えた場合に

ついては、集中する理由に関わらず、県（長寿福祉課）への届出が必要です。〔老企第３６号 第

３の１０〕 

 下記実施上の留意事項を確認して、適正な取扱いをお願いします。 

 

（実施上の留意事項） 

 ①判定期間と減算適用期間 
 
 

 

 

  

 

 ②判定方法 

  事業所ごとに、当該事業所において判定期間に作成された居宅サービス計画のうち、訪問介

護、通所介護または福祉用具貸与が位置づけられた居宅サービス計画の数をそれぞれ算出し、

訪問介護、通所介護、福祉用具貸与それぞれについて、最もその紹介件数の多い法人を位置付

けた居宅サービス計画の数の占める割合を計算し、訪問介護、通所介護または福祉用具貸与の

いずれかのサービスについて９０％を超えた場合に減算します。 

  

③算定手続き 

  判定期間：前期  ９月１５日までに作成 

  判定期間：後期  ３月１５日までに作成 

  ＊算定の結果、９０％を超えた場合は県知事に届出（県長寿福祉課へ提出） 

   ９０％を超えなかった場合も書類を２年間保存すること。 

  ＊９０％を超えている場合であって、正当な理由がある場合はその理由を記載 
   正当な理由･･･「指定居宅介護支援の費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項 
           について」（老企３６）第三10(4)を参照 

 

☆様式については、長寿福祉課ホームページよりダウンロードしてください。 

県庁ホームページ⇒医療・福祉⇒介護・高齢者⇒介護事業者向け情報⇒特定事業所集中減算について 

  

 

介護支援専門員証の有効期間について  

  

判定期間 減算適用期間 

前期：３月１日から８月末日 １０月１日から３月３１日まで 

後期：９月１日から２月末日 ４月１日から９月３０日まで 

居宅介護支援事業に関する留意事項 
 

 

各居宅介護支援事業所においては、本減算制度の趣旨を踏まえ、居宅サービス計画に位

置付ける事業者が、特定の法人に不当に偏ることのないよう、公正中立で適切な業務の

遂行をお願いします。 
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介護支援専門員証の更新について 

 

介護保険法第７条第５項において、「介護支援専門員とは・・・介護支援専門員証の交付を受

けたものをいう」と定義されています。介護支援専門員証の交付を受けていなければ、介護支援

専門員と名乗ったり、業務を行うことはできません。 

介護支援専門員証の有効期間は５年です。（介護保険法第６９条の７） 

介護支援専門員証の有効期間の更新には更新研修を受講後、証の交付申請が必要です。（介護保

険法第６９条の８） 

有効期間切れで業務に就けないことがないよう、有効期間の確認および更新研修受講等の管理

をお願いいたします。 

業務経験により更新に必要な研修や受講時期等が違いますので、長寿福祉課ホームページをご

参照ください。 

  

※証の交付申請から交付まで1か月程度かかりますので、余裕をもって申請してください。 

 

☆様式については、長寿福祉課ホームページよりダウンロードしてください。 

県庁ホームページ⇒医療・福祉⇒介護・高齢者⇒介護支援専門員について⇒２．介護支援専門員の登録・手続き

などのお知らせ 
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【地域密着型サービス】 
 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護、複合型サービスについて  

  

 医療ニーズの高い利用者の在宅での生活を支えるサービスとして、平成２４年４月から「定期

巡回・随時対応型訪問介護看護」と「複合型サービス」が創設されました。 

  

「定期巡回・随時対応型訪問介護看護」は、介護施設のメリットである「定期的な見守りや短

時間の介護」と「緊急の際にすぐに対応できる体制」を在宅においても実現するため、短時間の

定期巡回訪問と緊急呼出しに対する随時訪問対応を組み合わせた介護サービスです。  

 また、「複合型サービス」は、従来の小規模多機能型居宅介護の機能である「通い」と「泊ま

り」および「訪問介護」に「訪問看護」の機能を加えることで、介護と看護の連携による一体的

なサービスの提供を可能としたサービスです。 

 

 これらの新しいサービスは、全国的には計画どおりの普及が進んでいるとはいえない状況です

が、その要因として、地域に潜在的なニーズがあるにもかかわらず、サービス利用のメリットや

特色が利用者や事業者に十分浸透していないことが挙げられます。 

 

 福井県では、市町と協力しながら、中重度の要介護高齢者の方が、在宅においても２４時間安

心して医療・介護サービスが受けられる在宅ケア体制づくりを進めています。在宅ケア体制の推

進においては、定期巡回・随時対応型訪問介護看護サービスの充実が重要であり、全県域にサー

ビスが普及するよう、国の交付金の活用促進やサービスの普及啓発を進めるとともに、在宅ケア

の要である訪問看護の体制の充実や人材確保に向けた県独自の取組みを推進しています。 

 各事業者におかれましても、サービス提供に積極的に取り組んでいただきますようお願いしま

す。 

 

 

 

 

地域密着型サービスに関する留意事項 
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39



 

 

非常災害対策の徹底について 

 

 １ 防火安全体制の徹底について 

 

 平成２５年３月２７日および平成２５年１２月２７日に「消防法施行令の一部を改

正する政令」等が公布され、防火対象物の用途区分やスプリンクラー設備等の消防設

備の設置基準の見直しが行われました。 

改正の概要につきましては、県から平成２６年１月２３日付け事務連絡（別紙１）

をお送りしておりますので、施設・事業所においては、記載事項に留意の上、対応に

万全を期すようお願いします。 

また、防火安全体制については「社会福祉施設等における防火安全体制の徹底につ

いて」（平成２５年２月１４日事務連絡）の通知をお送りしておりますので、再度ご

確認いただき、社会福祉施設等における防火体制の確保および万一火災が発生した場

合の消火・避難・通報体制の確保等、防火安全対策に万全を期すようお願いします。 

 

 （１）非常災害対策の適切な実施 

   ① 非常災害に関する具体的計画の策定 

   ② 非常災害時の関係機関への通報および連携体制の構築 

   ③ ①および②の事項の定期的な従業者に対する周知 

   ④ 定期的な避難訓練の実施 

  

 （２）消防法その他の法令等に規定された設備の確実な設置 

   ① 消防法等に規定されたスプリンクラーや自動火災報知機等の消防設備

の設置、点検 

 

２ 土砂災害避難マニュアルの作成および避難訓練の実施について 

 

土砂災害警戒区域や特別警戒区域に立地する施設・事業所に対しては、土砂災害に

対する避難マニュアルの作成や避難訓練の実施についてお願いしているところです

が、未作成・未実施の施設・事業所においては、早期の対応をお願いします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

※参考資料 

○「土砂災害避難マニュアル」作成の手引き（平成２３年３月 福井県） 

○ 土砂災害避難マニュアル ひな形   （     〃     ） 

  福井県土木部砂防防災課ホームページに掲載 

  http://www.pref.fukui.lg.jp/doc/sabo/hinantebiki.html 

○ 社会福祉施設における災害対策の手引き（平成２３年７月 福井県社会福祉協議会） 

  福井県社会福祉協議会ホームページに掲載 

  http://www.f-shakyo.or.jp/static/0000003/000/00002016.html 

 

 

施設サービス事業に関する留意事項 
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３ 事業所間の災害支援協定の締結について 

 

 国は、平成２４年４月２０日厚生労働省通知「介護保険施設等における防災対策

の強化について」の中で、あらかじめ、都道府県内の施設や近隣都道府県の施設と

の間で、災害時における被災施設利用者の他施設への避難・被災施設からの受入れ、

介護職員等の被災施設への派遣・他施設からの受入れなどの支援について、協定を

結ぶことを検討するよう通知しています。 

 この通知を踏まえ、各介護保険施設等においては、万一の災害時に備えて、あら

かじめ協定締結について検討していただき、協定締結時にはその内容について県に

連絡していただきますようお願いします。 

 

※参考資料 

  ○ 介護保険施設等における防災対策の強化について（平成２４年４月 厚生労働省通知） 

  ○ 大規模災害時における被災施設から他施設への避難、職員派遣、在宅介護者に対す 

   る安全確保対策等について（平成２４年４月 厚生労働省通知） 

     福井県健康福祉部長寿福祉課ホームページに掲載 

     http://www.pref.fukui.lg.jp/doc/kourei/kousinkeisai_d/fil/025.pdf 

     http://www.pref.fukui.lg.jp/doc/kourei/kousinkeisai_d/fil/026.pdf 

 

 

４ 耐震化の促進について 

 

高齢者が利用する施設・事業所においては、大規模地震が発生した際、被害をでき

る限り軽減するため、建築物の耐震化を図ることが重要です。 

県では、国の基本方針を踏まえ、「福井県建築物耐震改修促進計画」に基づき、高

齢者福祉施設など多数の者が利用する特定建築物の耐震化率を平成２７年度までに

９０％にすることを目標としています。 

現状では、旧耐震基準により建築された建築物で耐震診断が未実施の建築物も多い

ため、該当する施設・事業所においては、まず、耐震診断により建築物の耐震性の有

無を確認し、その結果を踏まえ、耐震改修等が必要な場合には、早急に対策を講じる

ようお願いします。 

 

※参考資料 

○ 福井県建築物耐震改修促進計画について（平成１８年１２月 福井県） 

   福井県土木部建築住宅課ホームページに掲載 

    http://www.pref.fukui.lg.jp/doc/kenchikujyuutakuka/taisinkeikaku.html 
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原子力災害時における社会福祉施設等入所者の広域避難について 

 

東日本大震災における福島第一原子力発電所の事故を受けて国の「原子力災害対策指

針」が改正され、県ではこの内容を踏まえ、平成２５年７月に「福井県地域防災計画（原

子力災害対策編）」を改定しました。 

この計画では、原子力災害発生時に、原子力発電所から３０㎞圏内にある市町の住民

が３０㎞圏外へ迅速かつ円滑に避難できるよう、県はあらかじめ「広域避難要綱」で避

難先を定めることとしております。また、３０㎞圏内の社会福祉施設等では、避難場所

や避難経路等を定めた避難計画の作成が必要となっております。 

このため、県では、平成２６年２月１０日付け長第２１０号で通知のとおり社会福祉

施設等入所者の広域避難先の案を作成し、今後、県の広域避難要綱に規定する予定をし

ております。また、施設の避難計画の作成を支援するため、避難計画作成ガイドライン

を年度内に策定する予定をしております。 

正式に決定次第、別途通知しますので、30 ㎞圏内の社会福祉施設等においては、４

月以降、避難計画を作成していただきますようお願いします。 

 

 

感染症対策の徹底について 

 

介護を必要とする高齢者の多くは、感染症に対する抵抗力が弱いために、感染が広が

りやすく、感染症対策を徹底することが重要です。 

 今年度も、食中毒予防注意報が平成２５年１１月２０日から平成２６年３月３１日ま

で発令されており、またインフルエンザ警報が平成２６年２月５日に発令されており、

感染症の発生動向に注意する必要があります。 

 本県においてノロウイルスやインフルエンザ等の感染拡大が懸念される場合には、そ

の都度、施設・事業所に対して、県から「社会福祉施設等における感染症対策の徹底に

ついて」（平成２５年１２月１１日事務連絡）等の通知をお送りしておりますので、感

染予防、感染拡大防止対策の参考としてご活用ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（施設における感染予防、感染拡大防止対策） 

①  施設における感染症および食中毒の予防およびまん延の防止のための指針を整備す

ること（指針には、平常時の対策及び発生時の対策を規定すること） 

 ② 施設における感染症および食中毒の予防およびまん延の防止のための対策を検討する

委員会を３か月に１回以上開催し、その結果について、施設職員に周知徹底を図るこ

と 

 ③ 施設職員に対し、感染症及び食中毒の予防およびまん延の防止のための研修を年２回

以上実施すること 

 ④ 厚生労働大臣が定める感染症または食中毒の発生が疑われる際の対処等に関する手順

（平成１８年３月３１日厚労告２６８号）に沿った対応を行うこと 

※福井県指定介護老人福祉施設の人員、設備および運営の基準等に関する条例施行規則第１０条他 
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また、次のような場合には、施設長は迅速に保健所に報告することとなっております。

その際には、保健所に今後の対応の相談をし、その指導に従っていただくようお願いし

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 なお、長寿福祉課のホームページにおいて、「高齢者介護施設における感染対策マニ

ュアル」（平成２５年３月 厚生労働省）や「社会福祉施設等における感染症等発生時に

係る報告について」（平成１７年２月２２日 厚生労働省通知）等が、福井県感染症情報

ホームページにおいて、各感染症の発生動向等が閲覧できますのでご活用ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

消費税率の引上げに伴う食費・居住費等の改定について 

 

平成２６年４月１日から消費税率が８％に引き上げられることに伴い、食材料費や光

熱水費等の仕入れに係る消費税相当分をコスト上昇要因として食費・居住費等を改定す

る場合には、入所者本人または入所者のご家族に料金改定の算出根拠を丁寧に説明し、

同意を得た上で、変更後１０日以内に県へ料金改定の変更届を提出してください。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

（報告が必要な場合） 

       ① 同一の感染症や食中毒による、またはそれらが疑われる死亡者・重篤患者が１週間 

         以内に２名以上発生した場合 

       ② 同一の感染症や食中毒の患者、またはそれらが疑われる者が１０名以上または全利用 

者の半数以上発生した場合 

       ③ 通常の発生動向を上回る感染症の発生が疑われ、特に施設長が報告を必要と認めた 

         場合   
※厚生労働大臣が定める感染症又は食中毒の発生が疑われる際の対処等に関する手順（平成 18 年3 月31 日

厚労告 268 号） 

 

 

 

 

 

 

 

 
※参考 

長寿福祉課ホームページ http://www.pref.fukui.lg.jp/doc/kourei/chouju-kansenshou.html 

福井県感染症情報ホームページ http://www.erc.pref.fukui.jp/kansen/ 

 

※提出資料 

○ 指定居宅サービス事業等変更届出書（細則様式５） 

○ 食費、居住費の料金が記載してあるもの（変更前および変更後） 

運営規程、重要事項説明書、利用契約書、利用料金表など 

○ 食費・居住費の積算根拠 参考様式（変更前および変更後）（別紙２） 
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サービス付き高齢者向け住宅普及促進事業補助金について 

 

≪目 的≫ 

 中重度の要介護者も受入可能なサービス付き高齢者向け住宅の県内全域への普及を

促進 

 

≪事業内容≫ 

 サービス付き高齢者向け住宅の整備率が低い市町において、交付要件を満たす住宅を

整備する事業者に対し、国の補助金に上乗せして助成 

  ※平成２６年度は越前市、池田町以外の市町が補助対象 

 

≪交付要件≫ 

① 定期巡回・随時対応サービス事業所 または 小規模多機能型居宅介護事業所（複

合型サービスも可）を併設すること 

 

 

 

 

 ②開設後に中重度の要介護者を受け入れること 

 ③その他、同補助金取扱要領に定める要件を満たすこと 

  

≪対象経費≫ 

 サービス付き高齢者向け住宅の新築 または 改修に要する経費 

 

≪補助率等≫ 

 国土交通省の補助額の２分の１（上乗せ） 

（上限５０万円／戸 ただし、機械浴槽を設置しない場合は上限３０万円／戸） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（併設の具体例） 

既設の小規模多機能型居宅介護事業所の隣接敷地に、新たにサービス付き高齢者向け住宅を

整備する場合（同一事業者・他事業者いずれも可）も交付の対象 

※参考  

国土交通省の「サービス付き高齢者向け住宅整備事業補助金」 

     新築：工事費の１０分の１ （上限１００万円／戸） 

     改修： 〃   ３分の１ （上限１００万円／戸） 
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 事 務 連 絡  

平成２６年１月２３日  

老人福祉施設施設長 様 

介護老人保健施設管理者 様 

有料老人ホーム施設長 様 

 介護保険サービス事業所の長 様 

 

                        福井県健康福祉部長寿福祉課長 

 

消防法施行令の一部を改正する政令等の公布について 

 

 日ごろから、本県の高齢者福祉行政の推進に御協力を賜り、厚くお礼申し上げます。 

 みだしのことについて、消防庁から別紙のとおり通知がありましたのでお知らせします。 

 改正の主な内容は下記のとおりとなっております。詳細等について御不明な点がござい

ましたら、最寄りの消防署または下記担当までお問い合わせください。 

 スプリンクラー等設置の補助制度につきましては、貴施設の所在する市町の介護保険担

当課までお問い合わせくださいますようお願いします。 

 

記 

 

 １ スプリンクラー設備の設置基準の見直し 

   消防法施行令別表第１（６）項ロに掲げる施設については、原則として、延べ床面 

積に関わらず、全ての施設にスプリンクラー設備を設置しなければならない。 

 

 ２ 自動火災報知設備の設置基準の見直し 

   消防法施行令別表第１（６）ハに掲げる施設のうち、利用者を入居させ、または宿 

泊させるものについては、延べ床面積に関わらず、全ての施設に自動火災報知設備を 

設置しなければならない。 

 

 ３ 消防機関へ通報する火災報知設備に関する基準の見直し 

   消防法施行令別表第１（６）項ロに掲げる施設に設ける消防機関へ通報する火災報 

知設備にあっては、自動火災報知設備の感知器と連動して起動するものとする。 

  （ただし、自動火災報知設備の受信機および消防機関へ通報する火災報知設備が防災 

センターに設置されるものにあっては、この限りでない。） 

 

 ４ 施行日 

   平成２７年４月１日 

  （ただし、現に存する対象施設および現に新築や増築等の工事中の対象施設について 

は、平成３０年３月３１日までは従前の例による。） 

 

（注）その他詳細については、消防庁報道発表資料を御参照ください。 

www.fdma.go.jp/neuter/topics/houdou/h25/2512/251227_1houdou/01_houdoushiryou.pdf 

 

【問合せ先】 

 施設サービスグループ 担当：尾上 

  TEL： 0776-20-0333 

Email:y-onoe-rl@pref.fukui.lg.jp 

FA 

別紙１ 
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消防設備の設置基準の改正について 

 

１ 消防法上の用途区分 

6項 現 行 改正後 

ロ 

・特別養護老人ホーム 

・介護老人保健施設 

・老人短期入所施設 

・養護老人ホーム 

・認知症高齢者グループホーム 

・有料老人ホーム 

（主として要介護状態にある者を入居させるもの※１） 

・特別養護老人ホーム 

・介護老人保健施設 

・老人短期入所施設 

・養護老人ホーム 

・認知症高齢者グループホーム 

・有料老人ホーム 

（避難が困難な要介護者を主として入居させるもの※２） 

・小規模多機能型居宅介護事業所 

（避難が困難な要介護者を主として宿泊させるもの※２） 

・軽費老人ホーム 

（避難が困難な要介護者を主として入居させるもの※２） 

・その他これらに類するものとして総務省令で定める 

もの（複合型サービスなどを想定※３） 

ハ 

・有料老人ホーム（上記以外） 

・小規模多機能型居宅介護事業所 

・軽費老人ホーム 

・デイサービスセンター 

・有料老人ホーム（上記以外） 

・小規模多機能型居宅介護事業所（上記以外） 

・軽費老人ホーム（上記以外） 

・デイサービスセンター（上記以外） 
 ※１「主として要介護状態にある者を入居させるもの」については介護居室の割合が定員全体の半数以上を目安に消防署で判断 
※２「避難が困難な要介護者」については要介護３以上の者。「主として入居、宿泊させる」の解釈については今後通知予定 

※３「その他これらに類するものとして総務省令で定めるもの」については今後制定予定 

 

２ 消防設備の設置基準 

 

6項 

現 行 改正後 

スプリンクラー 
自動 

火災報知設備 

消防機関への 

火災通報装置 
スプリンクラー 

自動 

火災報知設備 

消防機関への 

火災通報装置 

ロ 
延べ床面積 

275㎡以上 

すべての施設 すべての施設 すべての施設 すべての施設 すべての施設※ 

ハ 

延べ床面積 

6,000㎡以上 

延べ床面積 

300㎡以上 

延べ床面積 

500㎡以上 

延べ床面積 

6,000㎡以上 

利用者を入居、 

宿泊させるもの  

→すべての 

施設 

上記以外 

→延べ床面積 

300㎡以上 

延べ床面積 

500㎡以上 

 ※ロに掲げる施設に設ける火災通報装置にあっては、自動火災報知設備の感知器と連動して起動するものとする。 
  （ただし、自動火災報知設備の受信機および火災通報装置が防災センター（常時人がいるものに限る）に設置されるものにあっては、この限りでない。） 

 

３ 施行日 
  平成２７年４月１日 

  ただし、現に存する施設および現に新築や増築中の施設については、平成３０年３月３１日までは従前の例 

による。 
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―：補助対象外

○：補助対象

消火ポンプ 自動火災報知設備
消防機関への
火災通報装置

1,000㎡未満
1,000㎡以上の

平屋建て

地域介護・福祉空間整備交付金　補助単価 第６項 9千円/㎡ 17千円/㎡ 2,250千円/施設 1,000千円/施設 300千円/施設

ロ ○ ○ ― ―

ロ ○ ○ ― ―

ロ ○ ○ ― ―

ロ ○ ○ ― ―

ロ ○ ○ ― ―

ロ・ハ ○ ○
平屋建て以外も対象

○
300㎡未満

○
500㎡未満

ロ・ハ ○ ○
平屋建て以外も対象

○
300㎡未満

○
500㎡未満

ロ・ハ ○ ○
平屋建て以外も対象

○
300㎡未満

○
500㎡未満

ロ・ハ ○ ○
平屋建て以外も対象

○
300㎡未満

○
500㎡未満

ロ・ハ ○ ○
平屋建て以外も対象

○
300㎡未満

○
500㎡未満

既存施設のスプリンクラー等整備　補助対象施設一覧（Ｈ26以降）

施設種別

消防法
施行令

別表第１
用途区分

スプリンクラー

≪設置義務≫
　（ロ）すべての施設
　（ハ）延面積6,000㎡以上

≪設置義務≫
　（ロ）すべての施設
　（ハ）入居・宿泊させる
　　　　もの：すべて
　　　　それ以外：延面積
　　　　300㎡以上

≪設置義務≫
　（ロ）すべての施設
　（ハ）延面積500㎡以上―

交付金
の

流れ

※ 生活支援ハウスのほか、宿泊を伴う高齢者施設のうち、知事が特に必要と認めた施設

養護老人ホーム

認知症高齢者グループホーム

老人保健施設

特別養護老人ホーム　【定員29名以下】

複合型サービス事業所

特別養護老人ホーム　【定員30名以上】

○
1,000㎡未満

国

↓

市
町

↓

事
業
者

生活支援ハウス等（※）

軽費老人ホーム

小規模多機能型居宅介護事業所

有料老人ホーム
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居住費（滞在費）および食費計算書　（例）

ユニット型個室 30人　 5人　 35人　 

ユニット型準個室 0人　 

従来型個室 20人　 5人　 25人　 

従来型多床室 20人　 20人　 

計 70人　 10人　 80人　 

○居住費（滞在費）

計 備　考

①施設建設費 A 330,000,000 円 180,000,000 円 120,000,000 円 630,000,000 S60新築、H15増築

補助金等 B 100,000,000 円 130,000,000 円 80,000,000 円 310,000,000 国・県補助、市補助

②建設借入金利息 C 30,000,000 円 10,000,000 円 11,000,000 円 51,000,000

利子補給補助金 D 10,000,000 円 3,000,000 円 3,500,000 円 16,500,000 県補助

室 　建設費用　計 E=(A+C)-(B+D) 250,000,000 円 57,000,000 円 47,500,000 円 354,500,000

　原価算定期間 F 20 年 20 年 20 年

　建設費用／年 G=E/F 12,500,000 円 2,850,000 円 2,375,000 円

③修繕費（年額） H 3,000,000 円 1,800,000 円 1,200,000 円 6,000,000

④維持費（年額） I 1,500,000 円 1,000,000 円 600,000 円 3,100,000

料 ⑤備品費（年額） J 500,000 円 0 円 0 円 500,000 ユニット共同生活室

　室料対象額　計 K=G+H+I+J 17,500,000 円 5,650,000 円 4,175,000 円

定員 L 35 人 25 人 20 人 80

利用率 M 98.5 ％ 98.5 ％ 98.5 ％ H23～25平均

　室料　日額 N=K/L/M/365 1,390 円 628 円 580 円

①光熱水費 ア 5,500,000 円 3,600,000 円 2,400,000 円 11,500,000
H23～25平均（11,180,000円）＋
消費税増税分（320,000円）

光 ②燃料費 イ 1,000,000 円 600,000 円 400,000 円 2,000,000
H23～25平均（1,944,000円）＋
消費税増税分（56,000円）

熱 　光熱水費対象額 ウ=ア+イ 6,500,000 円 4,200,000 円 2,800,000 円 併設デイを除く

水 定員 エ 35 人 25 人 20 人

費 利用率 オ 98.5 ％ 98.5 ％ 98.5 ％ H23～25平均

　光熱水費　日額 カ=ウ/エ/オ/365 516 円 467 円 389 円

Ｎ＋カ 1,906 円 1,095 円 389 円

光熱水費のみ

1,900 円 1,000 円 380 円

○食　費

①食材料費 ａ 25,000,000 円

特別な食事用材料費 ｂ 2,000,000 円

食 　対象食材料費 ｃ=ａ-ｂ 23,000,000 円

②調理員人件費 ｄ 18,000,000 円 H23～25平均

　食費対象額 ｅ=ｃ+ｄ 41,000,000 円

費 定員 ｆ 80 人 全定員数

利用率 ｇ 98.5 ％ H23～25平均

　食費　日額 ｈ=ｅ/ｆ/ｇ/365 1,425 円

1,400 円

（朝400円、　昼500円、　夜500円）

併設短期入所介護老人福祉施設

 （注）あくまでも参考であり、利用者負担の内容が分かれば様式や計算方法等は任意

居住費（滞在費）設定額

H23～25平均（24,305,000円）＋消費税増税分
（695,000円）

H23～25平均（1,944,000円）＋消費税増税分
（56,000円）

食費設定額

施　設　名

サービス種別

居室類型別定員

居住費（滞在費）日額

○○○○荘

計

従来型個室ユニット型個室 従来型多床室

別紙２ 

別紙２【参考様式】食費・居住費の積算根拠.xls　計算書(記載例）48



介護人材確保基盤整備事業（案）について 

 

１ 事業の趣旨 

 高齢者数がピークとなる平成 37 年に向けて、介護職員を質・量ともに高めるた

めには、介護分野を魅力ある職場に改善していく必要があります。 

 しかし、安定した経営基盤が確保されないと十分な労働環境の整備ができないこ

とから、介護事業所の経営基盤の強化を図ることを目的として、専門家によるアド

バイスなどの支援を行います。 

 

２ 事業の内容 

 事業所の課題を洗い出し、専門家らのアドバイスにより課題解決を目指します。 

 特に、経営基盤が脆弱なことから賃金が低く離職率も高い事業所に対して、中小

企業診断士などの専門家の支援により、経営改善計画を作成し、経営の安定を図り、

賃金などの労働環境の改善を目指します。 

 

３ 事業の進め方 

 

事前資料の提出 









経営状況を表す資料（財務諸表など）

職員の採用・離職状況、賃金の支給状況

経営自己点検チェックシート
 

  

専門員の訪問（ヒアリング） 

 
※課題の大きい事業所 

（低賃金、離職率が高いなど） 

専門家（中小企業診断士等）の派遣 

  

経営改善計画の策定 

人材育成計画の策定 

就業規則の作成 など 

（専門家のアドバイス、専門員による作成支援） 

  

専門員の訪問（計画の進捗管理） 

  

経営改善と賃金改善の確認 

 

 

４ 対象事業所 

  ３年間（H26～28）で介護職員がいるすべての介護事業所（約 600 事業所）

を訪問。 
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材
が
就

労
で
き
る
よ
う
な
裾
野
を
広
げ
る
取
組

 
等

 

 
視
点
②
：
キ
ャ
リ
ア
パ
ス
の
確
立

 

研
修
の
受
講
支
援
や
法
人
の
枠
を
超
え
た
人
事
交

流
の
推
進
な
ど
の
ス
テ
ッ
プ
ア
ッ
プ
や
キ
ャ
リ
ア
パ
ス

の
確
立

 
等

 

 
視
点
③
：
職
場
環
境
の
整
備
・
改
善

 

介
護
職
員
の
負
担
軽
減
の
た
め
の
介
護
ロ
ボ
ッ
ト
の

開
発
促
進
や

IC
T
を
活
用
し
た
情
報
連
携
の
推
進
・
業

務
の
効
率
化
な
ど
の
職
場
環
境
の
整
備
・
改
善

 
等

 

 
視
点
④
：
処
遇
改
善

 

介
護
報
酬
の
改
定
を
通
じ
て
、
介
護
職
員
の
更
な
る

処
遇
改
善
を
図
る
と
と
も
に
、
事
業
者
に
よ
る
取
組
の

促
進
策
を
検
討

 
等

 

・
事
業
者
の
介
護
人
材
確
保
に
向
け
た
取
組
の
支
援

 
・
生
活
支
援
の
担
い
手
を
増
や
し
て
い
く
た
め
の
取
組

 

・
介
護
保
険
事
業
支
援
計
画
等
に
基
づ
き
、
介
護
職
員
の
研
修

 
  な
ど
、
４
つ
の
視
点
か
ら
の
取
組

 
・
必
要
と
な
る
介
護
人
材
の
需
給
推
計
の
実
施

 
・
関
係
団
体
や
関
係
機
関
な
ど
を
集
め
た
協
議
会
の
設
置
運
営

 

取
 

 組
 

 の
 

 ４
  つ
 

 の
 

 視
 

 点
 

国
 

・ 都 道 府 県 ・ 市 町 村 ・ 事 業 者 の 主 な 役 割
 

都
道
府
県

 

市
町
村

 

国
 

・
選
ば
れ
る
事
業
所
と
な
る
た
め
の
魅
力
あ
る
職
場
作
り
等
も

 
  含
め
た
介
護
職
員
の
処
遇
改
善
へ
の
取
組

 
・
業
界
自
ら
の
イ
メ
ー
ジ
ア
ッ
プ
へ
の
取
組

 
・
業
界
全
体
と
し
て
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
に
関
す
る
情
報
の
提
供
と
意

 
  識
改
革

 
・
複
数
事
業
所
が
共
同
で
採
用
や
研
修
を
行
う
な
ど
事
業
所
の

 
  連
携
強
化

 

事
業
者
（
事
業
者
団
体
）

 

7
0
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平成２６年度 通所介護事業所等における農作業活用促進事業（案）について 

 

 

 県では、通所介護サービス事業所における、野菜づくりなど自然に触れる農作業を

活用した高齢者の健康づくりと地域交流の活動を支援しています。 

 平成 26 年度からは、対象施設・事業所を広げ、農作業を活用した健康づくりをさ

らに推進する予定です。 

  

≪事業の概要≫ 

 ○対象施設・事業所（※下線施設が H26 から拡充予定） 

通所介護事業所、サービス付き高齢者向け住宅、経費老人ホーム、 

有料老人ホーム、通所リハビリテーション事業所、短期入所生活介護事業所、 

認知症対応型通所介護事業所、小規模多機能型居宅介護事業所、 

認知症対応型共同生活介護事業所、介護予防認知症対応型共同生活介護事業所 

 ○対象事業 

  通所介護事業所等が実施する農作業（耕作の準備から植え付け、日常的な管理、

収穫、翌年度の準備までの一連の作業） 

  ［要 件］ 

   ・通所介護事業所等の農作業用地を地域に開放し、地域の高齢者が一定数（概

ね５人以上）参加し、施設等の利用者と共同で農作業を行う 

   ・収穫物等を活用した地域交流を行う 

 ○支援の内容     

  ①農作業に必要な農具等の器材、種苗・肥料等の材料の購入経費について補助 

    補助額  耕作面積（5 ㎡以上）に応じて県が定める額（上限 80,000 円） 

  ②耕運機の購入経費について補助 

    補助額  80,000 円（上限） 

    要 件  ・概ね 60 ㎡以上の農地または概ね 10 ㎡以上の未耕作地（3年

以上放置された旧農地を含む）を利用する場合 

         ・通所介護事業所に耕運機がなく、地域の農作業参加者からの借

用もできない場合 

  ③指導者の派遣（派遣費用は県が負担） 

    派遣回数  年 5 回まで 

    指導内容  農作業や栽培管理の指導 

指導時間  4 時間以内／回 

 ○平成 26 年度募集事業所 

   30 程度（平成 25 年度に実施した事業所は除く） 

   実施事業所の募集は、３月中旬頃から行う予定です。 
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